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Ⅰ．入札説明書 
 

 

独立行政法人情報処理推進機構の請負契約に係る入札公告（2023年9月15日付け公告）に基づく入札に

ついては、関係法令並びに独立行政法人情報処理推進機構会計規程及び同入札心得に定めるもののほか、

下記に定めるところにより実施する。 

 

記 

 

1．競争入札に付する事項 

(1) 作業の名称 データ連携基盤における協調領域の整備業務 

(2) 作業内容等 別紙仕様書のとおり。 

(3) 履 行 期 限 別紙仕様書のとおり。 

(4) 入 札 方 法  落札者の決定は総合評価落札方式をもって行うので、 

① 入札に参加を希望する者（以下「入札者」という。）は「6.(4)提出書類一覧」

に記載の提出書類を提出すること。 

② 上記①の提出書類のうち提案書については、入札資料作成要領に従って作成、

提出すること。 

③ 上記①の提出書類のうち、入札書については仕様書及び契約書案に定めるとこ

ろにより、入札金額を見積るものとする。入札金額は、「データ連携基盤におけ

る協調領域の整備業務」に関する総価とし、総価には本件業務に係る一切の費用

を含むものとする。 

④ 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の10パーセントに

相当する額を加算した金額（当該金額に1円未満の端数が生じたときは、その端

数金額を切捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費

税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積

もった契約金額の110分の100に相当する金額を入札書に記載すること。 

⑤ 入札者は、提出した入札書の引き換え、変更又は取り消しをすることはできな

いものとする。 

 

2．競争参加資格 

(1) 予算決算及び会計令（以下「予決令」という。）第70条の規定に該当しない者であること。 

なお、未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約締結のために必要な同意を得ている者は、

同条中、特別の理由がある場合に該当する。 

(2) 予決令第71条の規定に該当しない者であること。 

(3) 令和4・5・6年度競争参加資格（全省庁統一資格）において「役務の提供等」で、「A」、「B」、

「C」の等級に格付けされ、関東・甲信越地域の資格を有する者であること。 

(4) 各省各庁及び政府関係法人等から取引停止又は指名停止処分等を受けていない者（理事長が特に認

める場合を含む。）であること。 

(5) 経営の状況又は信用度が極度に悪化していないと認められる者であり、適正な契約の履行が確保さ

れる者であること。  

(6) 過去3年以内に情報管理の不備を理由にIPAから契約を解除されている者ではないこと。 

 

3．入札者の義務 

(1) 入札者は、当入札説明書及び独立行政法人情報処理推進機構入札心得を了知のうえ、入札に参加し

なければならない。 

(2) 入札者は、当機構が交付する仕様書に基づいて提案書を作成し、これを入札書に添付して入札書等

の提出期限内に提出しなければならない。また、開札日の前日までの間において当機構から当該書類

に関して説明を求められた場合は、これに応じなければならない。 
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4．入札説明会の日時及び場所 

入札説明会は実施しない。 

 

5．入札に関する質問の受付等 

(1) 質問の方法 

質問書（様式1）に所定事項を記入の上、電子メールにより提出すること。 

(2) 受付期間 

2023年9月15日（金）から2023年9月28日（木） 15時00分まで。なお、質問に対する回答に時間が

かかる場合があるため、余裕をみて提出すること。 

(3) 担当部署 

14.(4)のとおり 

 

6．入札書等の提出方法及び提出期限等 

(1) 受付期間 

2023年10月3日（火）から2023年10月5日（木）。 

持参の場合の受付時間は、月曜日から金曜日 (祝祭日は除く )の1 0時00分から 17時 00分 

（12時30分～13時30分の間は除く）とする。 

(2) 提出期限 

2023年10月5日（木） 17時00分必着。 

  上記期限を過ぎた入札書等はいかなる理由があっても受け取らない。 

(3) 提出先 

14.(4)のとおり。 

 
(4) 提出書類一覧 

 

No. 提出書類 部数 

① 委任状（代理人に委任する場合） 様式 2 1通 

② 入札書（封緘） 様式 3 1通 

③ 提案書 － 1部 

④ 評価項目一覧 － 1部 

⑤ 
令和 4・5・6 年度競争参加資格（全省庁統一資格）に

おける資格審査結果通知書の写し 
－ 1通 

⑥ ③と④の電子ファイルを格納した電子媒体 － 1式 

⑦ 提案書受理票 様式 4 1通 

(5) 提出方法  

① 入札書等提出書類を持参により提出する場合 

入札書を封筒に入れ封緘し、封皮に氏名（法人の場合は商号又は名称）、宛先（14.(4)の担当

者名）を記載するとともに「データ連携基盤における協調領域の整備業務 一般競争入札に係る

入札書在中」と朱書きし、その他提出書類一式と併せ封筒に入れ封緘し、その封皮に氏名（法人

の場合はその商号又は名称）、宛先（14.(4)の担当者名）を記載し、かつ、「データ連携基盤に

おける協調領域の整備業務 一般競争入札に係る提出書類一式在中」と朱書きすること。 

② 入札書等提出書類を郵便等（書留）により提出する場合 

二重封筒とし、表封筒に「データ連携基盤における協調領域の整備業務 一般競争入札に係る提

出書類一式在中」と朱書きし、中封筒の封皮には直接提出する場合と同様とすること。 

(6) 提出後 

入札書等提出書類を受理した場合は、提案書受理票を入札者に交付する。なお、受理した提案書等

は評価結果に関わらず返却しない。また、必要に応じて１者あたり１時間程度のヒアリングの実施を

依頼することがある（ヒアリングを実施する場合の予定日は、2023年10月10日）。ヒアリングにおい

ては、提案内容を熟知した実施責任者等が対応すること。 

 

7．開札の日時及び場所 

(1) 開札の日時 
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2023年10月13日（金） 11時00分 

(2) 開札の場所 

東京都文京区本駒込2-28-8  文京グリーンコートセンターオフィス13階 

独立行政法人情報処理推進機構 会議室A 

 

8. 入札の無効 

競争入札に参加する者に必要な資格のない者による入札及び競争入札に参加する者に求められる義

務に違反した入札は無効とする。 

 

9．落札者の決定方法 

独立行政法人情報処理推進機構会計規程第29条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲

内で、当機構が入札説明書で指定する要求事項のうち、必須とした項目の最低限の要求をすべて満た

している提案をした入札者の中から、当機構が定める総合評価の方法をもって落札者を定めるものと

する。ただし、落札者となるべき者の入札価格によっては、その者により当該契約の内容に適合した

履行がなされないおそれがあると認められるとき、又はその者と契約することが公正な取引の秩序を

乱すこととなるおそれがあって著しく不適当であると認められるときは、予定価格の範囲内の価格を

もって入札をした他の者のうち、評価の最も高い者を落札者とすることがある。 

 

10．入札保証金及び契約保証金 全額免除 

 

11．契約書作成の要否  要（Ⅱ．契約書（案）を参照） 

 

12．支払の条件 

契約代金は、業務の完了後、当機構が適法な支払請求書を受理した日の属する月の翌月末日までに

支払うものとする。 

 

13．契約者の氏名並びにその所属先の名称及び所在地 

〒113-6591  東京都文京区本駒込2-28-8  文京グリーンコートセンターオフィス16階 

独立行政法人情報処理推進機構 理事長 齊藤 裕 

 

14．その他 

(1)  入札者は、提出した証明書等について説明を求められた場合は、自己の責任において速やかに書面

をもって説明しなければならない。 

(2)  契約に係る情報については、機構ウェブサイトにて機構会計規程等に基づき公表（注）するものとす

る。 

(3)  落札者は、契約締結時までに入札内訳書及び提案書の電子データを提出するものとする。 

(4)  仕様書に関する照会先、入札に関する質問の受付、入札書類の提出先 

〒113-6591 

東京都文京区本駒込2-28-8  文京グリーンコートセンターオフィス17階 

独立行政法人情報処理推進機構 デジタルアーキテクチャ・デザインセンター蓄電池・自動車PJ 

担当：坂内、山口 

E-mail： dadc-kobo＠ipa.go.jp（問い合わせはメールのみで受付） 

     

(5)  入札行為に関する照会先 

独立行政法人情報処理推進機構 財務部 契約グループ 担当:今木、中尾 

TEL：03-5978-7502 

E-mail：fa-bid-kt@ipa.go.jp 

 

 

  



 

4 

(注) 独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針（平成 22年 12月 7日閣議決定） 
に基づく契約に係る情報の公表について 

独立行政法人が行う契約については、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成２２年

１２月７日閣議決定）において、独立行政法人と一定の関係を有する法人と契約をする場合には、当該法

人への再就職の状況、当該法人との間の取引等の状況について情報を公開するなどの取組を進めると

されているところです。 

 これに基づき、以下のとおり、当機構との関係に係る情報を当機構のウェブサイトで公表することとしま

すので、所要の情報の当方への提供及び情報の公表に同意の上で、応札若しくは応募又は契約の締結

を行っていただくよう御理解と御協力をお願いいたします。 

 なお、案件への応札若しくは応募又は契約の締結をもって同意されたものとみなさせていただきますの

で、ご了知願います。 

 

（１）公表の対象となる契約先 

次のいずれにも該当する契約先 

① 当機構において役員を経験した者（役員経験者）が再就職していること又は課長相当職以上の職

を経験した者（課長相当職以上経験者）が役員、顧問等として再就職していること 

② 当機構との間の取引高が、総売上高又は事業収入の３分の１以上を占めていること 
※ 予定価格が一定の金額を超えない契約や光熱水費の支出に係る契約等は対象外 

 

（２）公表する情報 

上記に該当する契約先について、契約ごとに、物品役務等の名称及び数量、契約締結日、契 

約先の名称、契約金額等と併せ、次に掲げる情報を公表します。 

① 当機構の役員経験者及び課長相当職以上経験者（当機構ＯＢ）の人数、職名及び当機構におけ

る最終職名 

② 当機構との間の取引高 

③ 総売上高又は事業収入に占める当機構との間の取引高の割合が、次の区分のいずれかに該当

する旨 

３分の１以上２分の１未満、２分の１以上３分の２未満又は３分の２以上 

④ 一者応札又は一者応募である場合はその旨 

 

（３）当方に提供していただく情報 

① 契約締結日時点で在職している当機構ＯＢに係る情報（人数、現在の職名及び当機構における最

終職名等） 

② 直近の事業年度における総売上高又は事業収入及び当機構との間の取引高 

 

（４）公表日 

契約締結日の翌日から起算して原則として７２日以内（4月に締結した契約については原則として 93

日以内） 

 

（５）実施時期  

   平成２３年７月１日以降の一般競争入札・企画競争・公募公告に係る契約及び平成２３年７月１日以

降に契約を締結した随意契約について適用します。 

 

なお、応札若しくは応募又は契約の締結を行ったにもかかわらず情報提供等の協力をしていただけ

ない相手方については、その名称等を公表させていただくことがあり得ますので、ご了知願います。 
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Ⅱ．契約書（案） 

 

○○○○情財第○○号 

契 約 書 
 

 独立行政法人情報処理推進機構（以下「甲」という。）と○○○○○（以下「乙」という。）とは、次の条

項により「データ連携基盤における協調領域の整備業務」に関する請負契約を締結する。 

 

（契約の目的） 

第 1条 甲は、別紙仕様書記載の「契約の目的」を実現するために、同仕様書及び提案書記載の「データ

連携基盤における協調領域の整備業務」（以下、「請負業務」という。）の完遂を乙に注文し、乙は本契約

及び関係法令の定めに従って誠実に請負業務を完遂することを請け負う。 

2 乙は、本契約においては、請負業務またはその履行途中までの成果が可分であるか否かに拘わらず、請

負業務が完遂されることによってのみ、甲が利益を受け、また甲の契約の目的が達成されることを、確認

し了解する。 

 

（再請負の制限） 

第 2条 乙は、請負業務の全部を第三者に請負わせてはならない。 

2 乙は、請負業務の一部を第三者（以下「再請負先」という。）に請負わせようとするときは、事前に再

請負先、再請負の対価、再請負作業内容その他甲所定の事項を、書面により甲に届け出なければならな

い。 

3 前項に基づき、乙が請負業務の一部を再請負先に請負わせた場合においても、甲は、再請負先の行為を

全て乙の行為とみなし、乙に対し本契約上の責任を問うことができる。 

 

（責任者の選任）  

第 3条 乙は、請負業務を実施するにあたって、責任者（乙の正規従業員に限る。）を選任して甲に届け出

る。 

2 責任者は、請負業務の進捗状況を常に把握するとともに、各進捗状況について甲の随時の照会に応じる

とともに定期的または必要に応じてこれを甲に報告するものとする。 

3 乙は、第 1項により選任された責任者に変更がある場合は、直ちに甲に届け出る。 

 

（納入物件及び納入期限） 

第 4条 納入物件、納入期限及びその他納入に関する事項については、別紙仕様書のとおりとする。 

 

（契約金額） 

第 5条 甲が本契約の対価として乙に支払うべき契約金額は、金○○，○○○，○○○円（うち消費税及

び地方消費税○，○○○，○○○円）とする。 

 

（権利義務の譲渡） 

第 6条 乙は、本契約によって生じる権利又は義務を第三者に譲渡し、又は承継させてはならない。 

 

（実地調査） 

第 7条 甲は、必要があると認めるときは、乙に対し、自ら又はその指名する第三者をして、請負業務の

実施状況等について、報告又は資料を求め、若しくは事業所に臨んで実地に調査を行うことができる。 

2 前項において、甲は乙に意見を述べ、補足資料の提出を求めることができる。 

 

（検査） 

第 8条 甲は、納入物件の納入を受けた日から 20日以内に、当該納入物件について別紙仕様書及び提案書

に基づき検査を行い、同仕様書及び提案書に定める基準に適合しない事実を発見したときは、当該事実の

概要を書面によって遅滞なく乙に通知する。 

2 前項所定の期間内に同項所定の通知が無いときは、当該期間満了日をもって当該納入物件は同項所定の

検査に合格したものとみなす。 
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3 請負業務は、納入物件が本条による検査に合格した日をもって完了とする。 

4 第 1項及び第 2項の規定は、第 1項所定の通知書に記載された指摘事実に対し、乙が適切な修正等を行

い甲に再納入する場合に準用する。 

 

（契約不適合責任） 

第 9条 甲は、請負業務完了の日から 1年以内に納入物件その他請負業務の成果に種類、品質又は数量に

関して仕様書及び提案書の記載内容に適合しない事実（以下「契約不適合」という。）を発見したとき

は、相当の催告期間を定めて、甲の承認または指定した方法により、その契約不適合の修補、代品との

交換又は不足分の引渡しによる履行の追完を乙に請求することができる。但し、発見後合理的期間内に

乙に通知することを条件とする。 

2 前項において、乙は、前項所定の方法以外の方法による修補等を希望する場合、修補等に要する費用の

多寡、甲の負担の軽重等に関わらず、甲の書面による事前の同意を得なければならない。この場合、甲

は、事情の如何を問わず同意する義務を負わない。 

3 第 1項において催告期間内に修補等がないときは、甲は、その選択に従い、本契約を解除し、またはそ

の不適合の程度に応じて代金の減額を請求することができる。ただし、次の各号のいずれかに該当する

場合は、第 1項に関わらず、催告なしに直ちに解除し、または代金の減額を請求することができる。 

一 修補等が不能であるとき。 

二 乙が修補等を拒絶する意思を明確に表示したとき。 

三 契約の性質又は当事者の意思表示により、特定の日時又は一定の期間内に修補等をしなければ契約

の目的を達することができない場合において、乙が修補等をしないでその時期を経過したとき。 

四 前各号に掲げる場合のほか、甲が第１項所定の催告をしても修補等を受ける見込みがないことが明

らかであるとき。 

4 第１項で定めた催告期間内に修補等がなされる見込みがないと合理的に認められる場合、甲は、前項本

文に関わらず、催告期間の満了を待たずに本契約を解除することができる。 

5 前各項において、甲は、乙の責めに帰すべき事由による契約不適合によって甲が被った損害の賠償を、

別途乙に請求することができる。 

6 本条は、本契約終了後においても有効に存続するものとする。                

 

（対価の支払及び遅延利息） 

第 10条 甲は、請負業務の完了後、乙から適法な支払請求書を受理した日の属する月の翌月末日までに契

約金額を支払う。なお、支払いに要する費用は甲の負担とする。 

2 甲が前項の期日までに対価を支払わない場合は、その遅延期間における当該未払金額に対して、財務大

臣が決定する率(政府契約の支払遅延に対する遅延利息の率（昭和 24年 12月 12日大蔵省告示第 991号）)

によって、遅延利息を支払うものとする。  

3 乙は、請負業務の履行途中までの成果に対しては、事由の如何を問わず、何らの支払いもなされないこ

とを確認し了解する。 

 

（遅延損害金） 

第 11 条 天災地変その他乙の責に帰すことができない事由による場合を除き、乙が納入期限までに納入物

件の納入が終らないときは、甲は遅延損害金として、延滞日数 1日につき契約金額の 1,000分の 1に相当

する額を徴収することができる。 

2 前項の規定は、納入遅延となった後に本契約が解除された場合であっても、解除の日までの日数に対し

て適用するものとする。 

 

（契約の変更） 

第 12 条 甲及び乙は、本契約の締結後、次の各号に掲げる事由が生じた場合は、甲乙合意のうえ本契約を

変更することができる。 

一 仕様書及び提案書その他契約条件の変更（乙に帰責事由ある場合を除く。）。 

二 天災地変、著しい経済情勢の変動、不可抗力その他やむを得ない事由に基づく諸条件の変更。 

三 税法その他法令の制定又は改廃。 

四 価格に影響のある技術変更提案の実施。 

2 前項による本契約の変更は、納入物件、納期、契約金額その他すべての契約内容の変更の有無・内容等

についての合意の成立と同時に効力を生じる。なお、本契約の各条項のうち変更の合意がない部分は、
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本契約の規定内容が引き続き有効に適用される。 

 

（契約の解除等） 

第 13条 甲は、第 9条による場合の他、次の各号の一に該当するときは、催告の上、本契約の全部又は一

部を解除することができる。但し、第 4号乃至第 6号の場合は催告を要しない。 

一 乙が本契約条項に違反したとき。 

二 乙が天災地変その他不可抗力の原因によらないで、納入期限までに本契約の全部又は一部を履行しな

いか、又は納入期限までの納入が見込めないとき。 

三 乙が甲の指示に従わないとき、その職務執行を妨げたとき、又は談合その他不正な行為があったと

き。 

四 乙が破産手続開始の決定を受け、その他法的整理手続が開始したこと、資産及び信用の状態が著しく

低下したと認められること等により、契約の円滑な履行が困難と認められるとき。 

五 天災地変その他乙の責に帰すことができない事由により、納入物件を納入する見込みがないと認めら

れるとき。 

六 乙が、甲が正当な理由と認める理由により、本契約の解除を申し出たとき。 

2 乙は、甲がその責に帰すべき事由により、本契約上の義務に違反した場合は、相当の期間を定めて、そ

の履行を書面で催告し、その期間内に履行がないときは、本契約を解除することができる。 

3 乙の本契約違反の程度が著しく、または乙に重大な背信的言動があった場合、甲は第 1項にかかわら

ず、催告せずに直ちに本契約を解除することができる。 

4 甲は、第 1項第 1号乃至第 4号又は前項の規定により本契約を解除する場合は、違約金として契約金額

の 100分の 10に相当する金額（その金額に 100円未満の端数があるときはその端数を切り捨てる。）を乙

に請求することができる。 

5 前項の規定は、甲に生じた実際の損害額が同項所定の違約金の額を超える場合において、甲がその超え

る部分について乙に対し次条に規定する損害賠償を請求することを妨げない。 

  

（損害賠償） 

第 14 条 乙は、乙の責に帰すべき事由によって甲又は第三者に損害を与えたときは、その被った損害を賠

償するものとする。ただし、乙の負う賠償額は、乙に故意又は重大な過失がある場合を除き、第 5 条所

定の契約金額を超えないものとする。 

2 第 11条所定の遅延損害金の有無は、前項に基づく賠償額に影響を与えないものとする。  

 

（違約金及び損害賠償金の遅延利息） 

第 15条 乙が、第 13条第 4項の違約金及び前条の損害賠償金を甲が指定する期間内に支払わないとき

は、乙は、当該期間を経過した日から支払をする日までの日数に応じ、年 3パーセントの割合で計算し

た金額の遅延利息を支払わなければならない。 

 

（秘密保持及び個人情報） 

第 16条 甲及び乙は、相互に本契約の履行過程において知り得た相手方の秘密を他に漏洩せず、また本契

約の履行に必要な範囲を超えて利用しない。ただし、甲が、法令等、官公署の要求、その他公益的見地に

基づいて、必要最小限の範囲で開示する場合を除く。 

2 乙は、契約締結後速やかに、情報セキュリティを確保するための体制を定めたものを含み、以下に記載

する事項の遵守の方法及び提出を求める情報、書類等（以下「情報セキュリティを確保するための体制

等」という。）について、甲に提示し了承を得た上で確認書類として提出すること。ただし、別途契約締

結前に、情報セキュリティを確保するための体制等について甲に提示し了承を得た上で提出したときは、

この限りでない。また、契約期間中に、甲の要請により、情報セキュリティを確保するための体制及び対

策に係る実施状況を紙媒体又は電子媒体により報告すること。加えて、これらに変更が生じる場合は、事

前に甲へ案を提出し、同意を得ること。 

なお、報告の内容について、甲と乙が協議し不十分であると認めた場合、乙は、速やかに甲と協議し対策

を講ずること。 

3 乙は、本契約遂行中に得た本契約に関する情報（紙媒体及び電子媒体）について、甲の許可なく当機構

外で複製してはならない。また、作業終了後には、複製した情報が電子計算機等から消去されていること

を甲が確認できる方法で証明すること。 

4 乙は、本契約を終了又は契約解除する場合には、乙において本契約遂行中に得た本契約に関する情報
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（紙媒体及び電子媒体であってこれらの複製を含む。）を速やかに甲に返却又は廃棄若しくは消去するこ

と。その際、甲の確認を必ず受けること。 

5 乙は、契約期間中及び契約終了後においても、本契約に関して知り得た当機構の業務上の内容につい

て、他に漏らし又は他の目的に利用してはならない。ただし、甲の承認を得た場合は、この限りではな

い。 

6 乙は、本契約の遂行において、情報セキュリティが侵害され又はそのおそれがある場合の対処方法につ

いて甲に提示すること。また、情報セキュリティが侵害され又はそのおそれがあることを認知した場合に

は、速やかに甲に報告を行い、原因究明及びその対処等について甲と協議の上、その指示に従うこと。 

7 乙は、本契約全体における情報セキュリティの確保のため、「政府機関等の情報セキュリティ対策のた

めの統一基準」等に基づく、情報セキュリティ対策を講じなければならない。 

8 乙は、当機構が実施する情報セキュリティ監査又はシステム監査を受け入れるとともに、指摘事項への

対応を行うこと。 

9 乙は、本契約に従事する者を限定すること。また、乙の資本関係・役員の情報、本契約の実施場所、本

契約の全ての従事者の所属、専門性（情報セキュリティに係る資格・研修実績等）、実績及び国籍に関す

る情報を甲に提示すること。なお、本契約の実施期間中に従事者を変更等する場合は、事前にこれらの情

報を甲に再提示すること。 

10 個人情報に関する取扱いについては、別添「個人情報の取扱いに関する特則」のとおりとする。 

11 本条は、本契約終了後も有効に存続する。 

 

（知的財産権） 

第 17条 請負業務の履行過程で生じた著作権（著作権法第 27条及び第 28条に定める権利を含む。）、発明

（考案及び意匠の創作を含む。）及びノウハウを含む産業財産権（特許その他産業財産権を受ける権利を

含む。）（以下「知的財産権」という。）は、乙又は国内外の第三者が従前から保有していた知的財産権を

除き、第 8条第 3項の規定による請負業務完了の日をもって、乙から甲に自動的に移転するものとす

る。なお、乙は、甲の要請がある場合、登録その他の手続きに協力するものとする。 

2 乙は、請負業務の成果に乙が従前から保有する知的財産権が含まれている場合は、前項に規定する移転

の時に、甲に対して非独占的な実施権、使用権、第三者に対する利用許諾権(再利用許諾権を含む。)、

その他一切の利用を許諾したものとみなし、第三者が従前から保有する知的財産権が含まれている場合

は、同旨の法的効果を生ずべき適切な法的措置を、当該第三者との間で事前に講じておくものとする。

なお、これに要する費用は契約金額に含まれるものとする。 

3 乙は、甲及び甲の許諾を受けた第三者に対し、請負業務の成果についての著作者人格権、及び著作権法

第 28条の権利その他“原作品の著作者／権利者”の地位に基づく権利主張は行わないものとする。 

 

（知的財産権の紛争解決） 

第 18条 乙は、請負業務の成果が、甲及び国内外の第三者が保有する知的財産権（公告、公開中のものを

含む。）を侵害しないことを保証するとともに、侵害の恐れがある場合、又は甲からその恐れがある旨の

通知を受けた場合には、当該知的財産権に関し、甲の要求する事項及びその他の必要な事項について遅滞

なく調査を行い、これを速やかに甲に書面で報告しなければならない。 

2 乙は、知的財産権に関して甲を当事者または関係者とする紛争が生じた場合（私的交渉、仲裁を含み、

法的訴訟に限らない。）、その費用と責任において、その紛争を処理解決するものとし、甲に対し一切の負

担及び損害を被らせないものとする。 

3 第 9条の規定は、知的財産権に関する紛争には適用しない。また、本条は、本契約終了後も有効に存続

する。 

   

（成果の公表等） 

第 19条 甲は、請負業務完了の日以後、請負業務の成果を公表、公開及び出版（以下「公表等」とい

う。）することができる。 

2 甲は、乙の承認を得て、請負業務完了前に、予定される成果の公表等をすることができる。 

3 乙は、成果普及等のために甲が成果報告書等を作成する場合には、甲に協力する。 

4 乙は、甲の書面による事前の承認を得た場合は、その承認の範囲内で請負業務の成果を公表等すること

ができる。この場合、乙はその具体的方法、時期、権利関係等について事前に甲と協議してその了解を得

なければならない。なお、甲の要請がある場合は、甲と共同して行う。 

5 乙は、前項に従って公表等しようとする場合には、著作権表示その他法が定める権利表示と共に「独立
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行政法人情報処理推進機構が実施する事業の成果」である旨を、容易に視認できる場所と態様で表示しな

ければならない。 

6 本条の規定は、本契約終了後も有効に存続する。 

 

（協議） 

第 20条 本契約の解釈又は本契約に定めのない事項について生じた疑義については、甲乙協議し、誠意を

もって解決する。 

 

（その他） 

第 21条 本契約に関する紛争については、東京地方裁判所を唯一の合意管轄裁判所とする。 

 

 

特記事項 

 

（談合等の不正行為による契約の解除） 

第 1条 甲は、次の各号のいずれかに該当したときは、契約を解除することができる。 

一 本契約に関し、乙が私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和 22 年法律第 54 号。以

下「独占禁止法」という。）第 3条又は第 8 条第 1号の規定に違反する行為を行ったことにより、次の

イからハまでのいずれかに該当することとなったとき 

イ 独占禁止法第 61条第 1項に規定する排除措置命令が確定したとき 

ロ 独占禁止法第 62条第 1項に規定する課徴金納付命令が確定したとき 

ハ 独占禁止法第 7 条の 4 第 7 項又は第 7 条の 7 第 3 項の課徴金納付命令を命じない旨の通知があっ

たとき 

二 本契約に関し、乙の独占禁止法第 89 条第 1 項又は第 95 条第 1 項第 1 号に規定する刑が確定したと

き 

三 本契約に関し、乙（法人の場合にあっては、その役員又は使用人を含む。）の刑法（明治 40 年法律

第 45号）第 96条の 6又は第 198条に規定する刑が確定したとき 

 

（談合等の不正行為に係る通知文書の写しの提出） 

第 2 条 乙は、前条第 1 号イからハまでのいずれかに該当することとなったときは、速やかに、次の各号

の文書のいずれかの写しを甲に提出しなければならない。 

一 独占禁止法第 61条第 1項の排除措置命令書 

二 独占禁止法第 62条第 1項の課徴金納付命令書 

三 独占禁止法第 7条の 4第 7項又は第 7条の 7第 3項の課徴金納付命令を命じない旨の通知文書 

 

（談合等の不正行為による損害の賠償） 

第 3 条 乙が、本契約に関し、第 1 条の各号のいずれかに該当したときは、甲が本契約を解除するか否か

にかかわらず、かつ、甲が損害の発生及び損害額を立証することを要することなく、乙は、契約金額

（本契約締結後、契約金額の変更があった場合には、変更後の契約金額）の 100 分の 10 に相当する金額

（その金額に 100 円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）を違約金として甲の指定す

る期間内に支払わなければならない。 

2 前項の規定は、本契約による履行が完了した後も適用するものとする。 

3 第 1 項に規定する場合において、乙が事業者団体であり、既に解散しているときは、甲は、乙の代表者

であった者又は構成員であった者に違約金の支払を請求することができる。この場合において、乙の代

表者であった者及び構成員であった者は、連帯して支払わなければならない。 

4 第 1 項の規定は、甲に生じた実際の損害額が同項に規定する違約金の金額を超える場合において、甲が

その超える分について乙に対し損害賠償金を請求することを妨げるものではない。 

5 乙が、第 1 項の違約金及び前項の損害賠償金を甲が指定する期間内に支払わないときは、乙は、当該期

間を経過した日から支払をする日までの日数に応じ、年 3 パーセントの割合で計算した金額の遅延利息

を甲に支払わなければならない。 

 

（暴力団関与の属性要件に基づく契約解除） 

第 4 条 甲は、乙が次の各号の一に該当すると認められるときは、何らの催告を要せず、本契約を解除す
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ることができる。 

一 法人等（個人、法人又は団体をいう。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する

法律（平成 3年法律第 77号）第 2条第 2号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）であるとき又は法

人等の役員等（個人である場合はその者、法人である場合は役員又は支店若しくは営業所（常時契約

を締結する事務所をいう。）の代表者、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関

与している者をいう。以下同じ。）が、暴力団員（同法第 2 条第 6 号に規定する暴力団員をいう。以

下同じ。）であるとき 

二 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をも

って、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき 

三 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるい

は積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき 

四 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれと社会的に非難されるべき関係を有し

ているとき 

 

（再請負契約等に関する契約解除） 

第 5 条 乙は、本契約に関する再請負先等（再請負先（下請が数次にわたるときは、すべての再請負先を

含む。）並びに自己、再請負先が当該契約に関連して第三者と何らかの個別契約を締結する場合の当該

第三者をいう。以下同じ。）が解除対象者（前条に規定する要件に該当する者をいう。以下同じ。）で

あることが判明したときは、直ちに当該再請負先等との契約を解除し、又は再請負先等に対し解除対象

者との契約を解除させるようにしなければならない。 

2 甲は、乙が再請負先等が解除対象者であることを知りながら契約し、若しくは再請負先等の契約を承認

したとき、又は正当な理由がないのに前項の規定に反して当該再請負先等との契約を解除せず、若しく

は再請負先等に対し契約を解除させるための措置を講じないときは、本契約を解除することができる。 

 

（損害賠償） 

第 6 条 甲は、第 4 条又は前条第 2 項の規定により本契約を解除した場合は、これにより乙に生じた損害

について、何ら賠償ないし補償することは要しない。 

2 乙は、甲が第 4条又は前条第 2 項の規定により本契約を解除した場合において、甲に損害が生じたとき

は、その損害を賠償するものとする。 

3 乙が、本契約に関し、第 4 条又は前条第 2項の規定に該当したときは、甲が本契約を解除するか否かに

かかわらず、かつ、甲が損害の発生及び損害額を立証することを要することなく、乙は、契約金額（本

契約締結後、契約金額の変更があった場合には、変更後の契約金額）の 100 分の 10 に相当する金額（そ

の金額に 100 円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）を違約金として甲の指定する期

間内に支払わなければならない。 

4 前項の規定は、本契約による履行が完了した後も適用するものとする。 

5 第 2 項に規定する場合において、乙が事業者団体であり、既に解散しているときは、甲は、乙の代表者

であった者又は構成員であった者に違約金の支払を請求することができる。この場合において、乙の代

表者であった者及び構成員であった者は、連帯して支払わなければならない。 

6 第 3 項の規定は、甲に生じた実際の損害額が同項に規定する違約金の金額を超える場合において、甲が

その超える分について乙に対し損害賠償金を請求することを妨げるものではない。 

7 乙が、第 3 項の違約金及び前項の損害賠償金を甲が指定する期間内に支払わないときは、乙は、当該期

間を経過した日から支払をする日までの日数に応じ、年 3 パーセントの割合で計算した金額の遅延利息

を甲に支払わなければならない。 

 

（不当介入に関する通報・報告） 

第 7条 乙は、本契約に関して、自ら又は再請負先等が、暴力団、暴力団員、暴力団関係者等の反社会的勢

力から不当要求又は業務妨害等の不当介入（以下「不当介入」という。）を受けた場合は、これを拒否

し、又は再請負先等をして、これを拒否させるとともに、速やかに不当介入の事実を甲に報告するとと

もに警察への通報及び捜査上必要な協力を行うものとする。 
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本契約の締結を証するため、本契約書 2 通を作成し、双方記名押印の上、甲、乙それぞれ 1 通を保有す

る。 

 

 

   20○○年○月○日 

 

甲 東京都文京区本駒込二丁目 28番 8号 

  独立行政法人情報処理推進機構 

  理事長 齊藤 裕 

 

 

 

乙 ○○県○○市○○町○丁目○番○○号 

  株式会社○○○○○○○ 

  代表取締役 ○○ ○○ 
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（別添） 

個人情報の取扱いに関する特則 

 

（定義） 

第 1 条 本特則において、「個人情報」とは、業務に関する情報のうち、個人に関する情報であって、当該

情報に含まれる記述、個人別に付された番号、記号その他の符号又は画像もしくは音声により当該個人を

識別することのできるもの（当該情報のみでは識別できないが、他の情報と容易に照合することができ、

それにより当該個人を識別できるものを含む。）をいい、秘密であるか否かを問わない。以下各条において、

「当該個人」を「情報主体」という。 

 

（責任者の選任） 

第 2条 乙は、個人情報を取扱う場合において、個人情報の責任者を選任して甲に届け出る。 

2 乙は、第 1項により選任された責任者に変更がある場合は、直ちに甲に届け出る。 

 

（個人情報の収集） 

第 3 条 乙は、業務遂行のため自ら個人情報を収集するときは、「個人情報の保護に関する法律」その他の

法令に従い、適切且つ公正な手段により収集するものとする。 

 

（開示・提供の禁止） 

第 4 条 乙は､個人情報の開示・提供の防止に必要な措置を講じるとともに、甲の事前の書面による承諾な

しに、第三者（情報主体を含む）に開示又は提供してはならない。ただし、法令又は強制力ある官署の

命令に従う場合を除く。 

2 乙は、業務に従事する従業員以外の者に、個人情報を取り扱わせてはならない。 

3 乙は、業務に従事する従業員のうち個人情報を取り扱う従業員に対し、その在職中及びその退職後にお

いても個人情報を他人に開示・提供しない旨の誓約書を提出させるとともに、随時の研修・注意喚起等

を実施してこれを厳正に遵守させるものとする。  

 

（目的外使用の禁止） 

第 5条 乙は､個人情報を業務遂行以外のいかなる目的にも使用してはならない。 

 

（複写等の制限） 

第 6 条 乙は､甲の事前の書面による承諾を得ることなしに、個人情報を複写又は複製してはならない。た

だし、業務遂行上必要最小限の範囲で行う複写又は複製については、この限りではない。 

 

（個人情報の管理） 

第 7 条 乙は､個人情報を取り扱うにあたり、本特則第 4 条所定の防止措置に加えて、個人情報に対する不

正アクセスまたは個人情報の紛失、破壊、改ざん、漏えい等のリスクに対し、合理的な安全対策を講じ

なければならない。 

2 乙は、前項に従って講じた措置を、遅滞なく甲に書面で報告するものとする。これを変更した場合も同

様とする。 

3 甲は、乙に事前に通知の上乙の事業所に立入り、乙における個人情報の管理状況を調査することができ

る。 

4 前三項に関して甲が別途に管理方法を指示するときは、乙は、これに従わなければならない。 

5 乙は、業務に関して保管する個人情報（甲から預託を受け、或いは乙自ら収集したものを含む）につい

て甲から開示・提供を求められ、訂正・追加・削除を求められ、或いは業務への利用の停止を求められ

た場合、直ちに且つ無償で、これに従わなければならない。 

 

（返還等） 

第 8 条 乙は、甲から要請があったとき、又は業務が終了（本契約解除の場合を含む）したときは、個人

情報が含まれるすべての物件（これを複写、複製したものを含む。）を直ちに甲に返還し、又は引き渡す

とともに、乙のコンピュータ等に登録された個人情報のデータを消去して復元不可能な状態とし、その

旨を甲に報告しなければならない。ただし、甲から別途に指示があるときは、これに従うものとする。 

2 乙は、甲の指示により個人情報が含まれる物件を廃棄するときは、個人情報が判別できないよう必要な
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処置を施した上で廃棄しなければならない。 

 

（記録） 

第 9 条 乙は、個人情報の受領、管理、使用、訂正、追加、削除、開示、提供、複製、返還、消去及び廃

棄についての記録を作成し、甲から要求があった場合は、当該記録を提出し、必要な報告を行うものと

する。 

2 乙は、前項の記録を業務の終了後 5年間保存しなければならない。 

 

（再請負） 

第 10 条 乙が甲の承諾を得て業務を第三者に再請負する場合は、十分な個人情報の保護水準を満たす再請

負先を選定するとともに、当該再請負先との間で個人情報保護の観点から見て本特則と同等以上の内容

の契約を締結しなければならない。この場合、乙は、甲から要求を受けたときは、当該契約書面の写し

を甲に提出しなければならない。 

2 前項の場合といえども、再請負先の行為を乙の行為とみなし、乙は、本特則に基づき乙が負担する義務

を免れない。 

 

（事故） 

第 11 条 乙において個人情報に対する不正アクセスまたは個人情報の紛失、破壊、改ざん、漏えい等の事

故が発生したときは、当該事故の発生原因の如何にかかわらず、乙は、ただちにその旨を甲に報告し、

甲の指示に従って、当該事故の拡大防止や収拾・解決のために直ちに応急措置を講じるものとする。な

お、当該措置を講じた後ただちに当該事故及び応急措置の報告並びに事故再発防止策を書面により甲に

提示しなければならない。 

2 前項の事故が乙の本特則の違反に起因する場合において、甲が情報主体又は甲の顧客等から損害賠償請

求その他の請求を受けたときは、甲は、乙に対し、その解決のために要した費用（弁護士費用を含むが

これに限定されない）を求償することができる。なお、当該求償権の行使は、甲の乙に対する損害賠償

請求権の行使を妨げるものではない。 

3 第 1 項の事故が乙の本特則の違反に起因する場合は、本契約が解除される場合を除き、乙は、前二項の

ほか、当該事故の善後策として必要な措置について、甲の別途の指示に従うものとする。 

 

以上 
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「データ連携基盤における協調領域の整備業務」 
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事業内容（仕様書） 

 
1. 件名 

「データ連携基盤における協調領域の整備業務」 

 

2. 背景・目的 

我が国では、目指すべき未来社会の在り方として、Society5.0 を掲げており、サイバー空間（仮想空間）とフィ

ジカル空間（現実空間）を高度に融合させ、ビックデータや AI 等の先端技術の活用によりイノベーションを創り出

すことで、経済発展と社会課題の解決の双方を実現することを目指している。 

このような、Society5.0 を実現する社会システムを構築するには、産業横断的なステークホルダーや様々な分

野の専門家の間で、システム全体の構造についての共通認識・共通理解を図ることが不可欠であり、そのため

の見取り図となる「アーキテクチャ」が必要となる。そこで、2020年 5月に独立行政法人情報処理推進機構（以下

「IPA」という。）にデジタルアーキテクチャ・デザインセンターが、アーキテクチャ設計の専門組織として設置された。 

 

3. 業務内容 

EUでは自動車用、産業用、携帯型など域内で販売される全ての電池を対象に、EUが掲げる循環型経済の理

念に基づき、カーボンフットプリントの申告義務や上限値の導入、企業人権デューデリジェンスの評価、原材料の

リサイクルなどに関し、電池のライフサイクル全体に及ぶ包括的な規則が成立した（注１）。この規則に国内自動

車業界、蓄電池業界が対処すると共にカーボンニュートラルの実現に向けて、業界横断のルールや情報システ

ムの整備と運用のために役割分担や機能等の共通認識を得た上で実現を図るアーキテクチャが必要となる。 

（注 1）https://eur-lex.europa.eu/eli/reg/2023/1542/oj 

 

 

本業務は国内自動車業界、蓄電池業界が直面する欧州蓄電池規則を踏まえ、情報システムの協調領域の設

計、構築を効果的に実現するためのガイドライン（サプライチェーン上のデータ連携の仕組みに関するガイドライ

ンα版（蓄電池 CFP・DD 関係））の改善・詳細化と、左記のガイドラインで示すデータ連携基盤の接続・運用テス

ト支援、国内外のデータスペース等調査支援（窓口・折衝支援）と相互運用性等要件書の作成、データ連携基盤

等の公益プラットフォームの認定プロセスの検討支援、データ連携基盤利用者のための CFPガイドブックの作成

支援、データ連携基盤運営組織立ち上げに向けた検討、準備支援を行うものである。 

 

3.0 実施概要 

(1) データ連携基盤ガイドラインβ版、Ver1.0版の作成支援 

本契約で想定するガイドライン（サプライチェーン上のデータ連携の仕組みに関するガイドライン（蓄電池

CFP・DD関係））（注 2）は、企業間取引の GX、DXを通じで社会課題や経済課題の解決および産業発展を

目指すためのデータ連携基盤について、産業の在り方及びシステムの実現方式を示すものである。また、業

界を横断する汎用的な要件に加えて、蓄電池のカーボンニュートラル及びデューデリジェンスの分野の要件

の定義を行っており、データ連携基盤を構成するデータ連携システムや共通ツール群に対する方式設計に

ついても示している。ガイドラインは、データ連携基盤に求める基本的な設計要件を定義 したα版（140頁）

を 2023年 5月に公開している。本契約では、α版に追記する形で、システムの詳細機能や具体的なシステ

ム間インタフェースを記載したβ版及び、他分野への展開を見据えた Ver1.0版の作成を支援するものであ

る。 

（注 2）https://www.ipa.go.jp/digital/architecture/project/btob/btob-conference/transaction_futurevision_202305_1.html 

 

(2) ガイドライン準拠状況の管理と是正、開発スケジュール管理支援 

データ連携基盤を構成するデータ流通システムは、NEDO 公募事業「産業 DX のためのデジタルインフラ整

備事業／サプライチェーンマネジメント基盤に関する研究開発」（注 3）の受託者が、蓄電池のトレーサビリテ

ィ管理システムは、GIO（注 4）公募事業「無人自動運転等の CASE 対応に向けた実証・支援事業（健全な製

品エコシステム構築・ルール形成促進事業）」（注 5）の受託者がそれぞれ IPA と連携しながら開発する予定

である。そのため、NEDO／GIO の公募事業受託者が設計・開発するシステムが、ガイドラインに準拠してい

ることを適宜確認し、必要に応じて、指摘、是正を促す必要がある。また、次項で示す、各システムやアプリ

ケーションを連動させてデータ連携基盤としての総合的な動作を確認するテスト（接続・運用テスト）を開始す

るために、各システムの連携を含む全体の流れを示した機能フローの作成、及び構成要素である各システ

ムの開発進捗状況を把握、管理するともに、システム間連携における課題を抽出・整理する業務を行う。 

https://eur-lex.europa.eu/eli/reg/2023/1542/oj
https://www.ipa.go.jp/digital/architecture/project/btob/btob-conference/transaction_futurevision_202305_1.html
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（注 3）https://www.nedo.go.jp/koubo/IT2_100282.html 

（注 4） GIO (Green Investment Promotion Organization；一般社団法人 低炭素投資促進機構) 

（注 5）https://www.teitanso.or.jp/case2023/download/ 

 

(3) データ流通システム、蓄電池のトレーサビリティ管理システム、適合性認証機関等のアプリケーション、OEM

等のユーザシステムとのインターフェース接続・運用テスト支援 

各システムやアプリケーションは、公募事業受託者や ITベンダ、OEM等がテストを実施する。しかし、接続テ

ストにおいては、関連するステークホルダーが多岐にわたるため、ステークホルダー間の円滑な意思疎通や

効率的なテストを実現するための場（スタディグループ等）が必要である。そのため、スタディグループを設置

し、その事務局業務を行う。また、開発されたシステムのガイドライン準拠状況や、エコシステムとしての動作

について、その妥当性の評価を行う。 

 

(4) 相互運用が想定される国内外のデータスペース等の調査支援と、相互運用における要求要件の作成 

国内外の関連組織において、Catena-Xのようなデータスペースや、Pathfinder Networkのような CFPデータ

を企業間で交換するためのデータモデル、EU 電池規則の延長上にあるデジタルプロダクトパスポート等の

技術仕様の検討が進んでいる。これら対応状況およびインターフェース仕様を調査し、データ連携システム

との相互運用性を満たすために技術要件、運用要件の整理を行う。 

 

(5) 公益プラットフォームの認定における確認プロセスとプロトタイプツールの検討 

経産省はデータ連携基盤などの公益プラットフォームを認定する仕組みを検討中である。認定の仕組みに

おいて、IPA の役割は組織、システム、機能観点での確認（経産省への報告含む）が想定され、経産省と連

動してこれを検討する。また、システムやアプリケーションの確認機能については、サプライチェーン上のデ

ータ連携の仕組みに関するガイドライン（蓄電池 CFP・DD関係）、およびインタフェース仕様をもとに、相互運

用性および信頼性における要件定義を行った上で確認プロセスを検討し、手順書の整備や（プロトタイプ）ツ

ールの検討を行う。 

 

(6) 業界横断で活用する CFP/DD運用ルールガイドブックの作成と改善支援 

本契約で想定するルールガイドブックは、国内の自動車業界、蓄電池業界が EU電池規則に準拠するため

の指南書であり、CFPデータの算出、収集、EU当局への提出を行う自動車 OEM、電池サプライチェーン上

の企業及びそれらのステークホルダーを主な読者としている。 

 

EU電池規則では、サプライチェーン上のすべての企業が CFPデータを作成し、取引先企業へ伝番させてい

く必要があるが、川上から川下に至る全ての企業が個別のシステムを構築し独自の運用方法でデータ提出

を行えば、複数企業から依頼を受ける対応側の川上企業は対応工数、コストともに大きな負担を強いられる

恐れがある。このような課題を解決するため、業界を横断して活用可能なデータ連携基盤を前提とした、

CFP運用のためのルールを記載した CFP/DD運用ルールブックを作成する。また、自動車業界、蓄電池業

界および他分野の複数のステークホルダーから意見を徴集し、適宜改善（更新）を行う。 

 

(7) 情報システム等運営組織の立ち上げに向けた検討及び準備 

業界共通のデータ連携基盤を運営する組織（情報システム等運営組織）の事業計画案の立案支援、提案・

助言を行う。運営組織では、利用者に有益なサービスを提供するとともに、組織として自立運営を可能とする

事業計画、人員計画等の検討、その他準備について検討を行う必要がある。 

 

(8) 会議体について 

本契約では請負者は以下の会議体の運営支援を実施する。 

 定例会議 

定例会議では、請負者および各公募事業受託者による直近の作業等の進捗報告や、方針や実務の調

整、各個別検討打合せや会議の運営で生じた課題の共有、また次回の定例会議に関する議題や日程調

整などの議論を行う。定例会議は、IPAおよび請負者、各公募受託者が参加する。 

 

定例会議は IPAが合意した日取りで、原則週 1回の頻度で請負者が開催する。なお、出席者の協議によ

り開催頻度は調節可能とする。 

 

https://www.nedo.go.jp/koubo/IT2_100282.html
https://www.teitanso.or.jp/case2023/download/
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請負者は定例会議の決定事項、次回検討事項や、決定に至る背景についてまとめた議事録作成を行

い、会議実施後 2営業日以内に IPAへ提出すること。 

 

 スタディグループ 

スタディグループは、3.0(3)記載のインターフェース接続・運用テストを実施するうえで、ステークホルダー

間の円滑な意思疎通や効率的なテストを実現するための会議体である。本打ち合わせには、IPA と請負

者およびNEDO／GIOの公募事業受託者、関連ステークホルダーが参加し、ファシリテーターは請負者が

担当する。スタディグループの開催は 20 回の実施を想定する。請負者は個別検討打合せの円滑な実施

のため、出席者の検討や招集および本会議の議論に必要な論点を整理、資料化して会議を開催するこ

と。 

 

請負者はスタディグループの決定事項、次回検討事項や、決定に至る背景についてまとめた議事録作成

を行い、会議実施後 2営業日以内に IPAへ提出すること。 

 

 個別検討打ち合わせ 

個別検討打合せは、集中して検討する必要性のある議題についてスポット的に行う会議（10～12 回を想

定）である。本打ち合わせには IPAと請負者および、特にその回の議題に対して知見のあるメンバーが参

加し、ファシリテーターは請負者が担当する。請負者は個別検討打合せの円滑な実施のため、出席者の

検討や招集および本会議の議論に必要な論点を整理、資料化して会議を開催すること。 

 

請負者は個別検討打合せの決定事項、次回検討事項や、決定に至る背景についてまとめた議事録作成

を行い、会議実施後 2営業日以内に IPAへ提出すること。 

 

3.1 実施内容 

(1) データ連携基盤ガイドラインβ版、Ver1.0版の作成支援 

サプライチェーン上のデータ連携の仕組みに関するガイドライン（蓄電池 CFP・DD 関係）は、2023 年 5 月に

α版を公開している。α版に追記する形で、システムの詳細機能や具体的なシステム間インタフェースを記

載したβ版、他分野への展開方針を記載した Ver1.0版の作成を行う。 

 

上記に基づき、請負者は、以下の業務を実施すること。 

① ガイドラインβ版作成支援（インターフェース仕様などの付録を含む） 

NEDO／GIOの公募事業受託者が定義したシステムの詳細機能やシステム間インタフェースを整理・清

書し、ガイドラインβ版を作成を支援する。実施に当たり、関係者レビューの開催（2 回以上）、自動車

業界・蓄電池業界コミュニティへのヒアリングを１回以上行うこと。 

 

② ガイドラインβ版問い合わせ対応支援 

ガイドラインβ版公開後、問い合わせ頂いた質問、意見を整理し、回答案の作成、回答を行うこと。 

 

③ ガイドライン Ver1.0版作成 

ガイドライン Ver1.0 版では、業界横断で適用が可能な分野共通と特定の業界に特化した分野別の境

界をより明確にすることを目的に、NEDO 公募事業「産業 DX のためのデジタルインフラ整備事業／サ

プライチェーンマネジメント基盤に関する研究開発」やGIO公募事業「無人自動運転等の CASE対応に

向けた実証・支援事業（健全な製品エコシステム構築・ルール形成促進事業）」における検討内容を整

理して、ガイドラインβ版を更新する形で作成（追記）を支援すること。 

 

(2) ガイドライン準拠状況の監視と是正、開発スケジュール管理支援 

NEDO／GIOの公募事業受託者のシステム設計がガイドラインに準拠しているかを適宜確認し、齟齬が確認

される場合は、是正を促す。また、各システムの連携を含む全体の流れを示した機能フローの作成支援、お

よび各開発スケジュールを把握、管理するとともに、システム間連携における課題の抽出・整理を行う。 

 

上記に基づき、請負者は以下の作業を行う。 

① ガイドライン準拠状況の確認と是正 

NEDO／GIO の公募事業受託者にて開発されるデータ流通システム、蓄電池のトレーサビリティ管理シ
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ステムがガイドラインを準拠した設計、実装となっているかを確認するために、NEDO／GIO の公募事

業受託者を含む定例会を設置し、適宜、準拠状況を確認する。ガイドラインに準拠していないことが確

認された場合は、指摘し、必要に応じて助言、提案を行い、是正を促すこと。 

 

② 機能フローの作成支援および開発スケジュールの管理支援 

データ流通システム、蓄電池のトレーサビリティ管理システムの各システムの連携を含む全体の流れ

を示した機能フローの作成支援をするとともに、各システムの開発進捗状況を把握、管理する。実施に

当たり、各 NEDO／GIO の公募事業受託者から情報の収集と、意見交換を行うとともに、システム間連

携における課題の早期抽出と、NEDO／GIOの公募事業受託者への改善を促すこと。 

 

(3) データ流通システム、蓄電池のトレーサビリティ管理システム、適合性認証機関等のアプリケーション、OEM

等のユーザシステムとのインターフェース接続・運用テスト 

各システムやアプリケーションは、公募事業受託者や ITベンダー、OEM等がテストを実施するが、個々のシ

ステムやアプリケーション間の接続において、関連するステークホルダーが多岐にわたるため、ステークホ

ルダー間の円滑な意思疎通や効率的なテストを実現するための場（スタディグループ等）を IPA が設置し、

その事務局業務を担う。また、ガイドラインの準拠やシステム間インターフェースの妥当性などを評価するた

めのテスト計画書を作成し、スタディグループでテストを実施する。 

 

 
図 1 データ連携基盤のシステムアーキテクチャ 

 

上記に基づき、請負者は、以下の業務を実施すること。 

① スタディグループの設置 

ステークホルダー間の円滑な意思疎通や効率的なテストを実現するための場（スタディグループ）を立

ち上げ、その事務局業務を支援すること。スタディグループは、20回の実施を想定。 

 

② テスト計画の作成 

テストの実施時期や役割分担および、ガイドラインの準拠状況やエコシステムとしての動作が妥当であ

ることをチェックするためのテスト項目等を含めた、テスト計画書を検討、作成すること。 

 

③ インターフェース接続・運用テストの実施支援 

テスト計画書に沿って、NEDO／GIOの公募事業受託者を含むスタディグループと協議したうえで、テス

ト項目、環境の準備、実施を支援すること。 
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④ テスト結果の整理 

テスト結果について整理を行い、概要をまとめたサマリードキュメントを作成すること。また、結果分析

において課題を抽出した際は、その対応方針についてスタディグループを主導し検討・協議の上、IPA

へ報告すること。 

 

(4) 相互運用が想定される国内外のデータスペース等の調査支援と、相互運用における要求要件の作成 

相互運用を想定するデータスペース等の分散型データシステム（Catena-X等）や、企業間の CFP交換を想

定したデータモデル定義などの技術仕様（Pathfinde Network等）を調査し、相互運用性を確保するために必

要となる要件を検討、整理する必要がある。 

 

上記に基づき、請負者は以下の業務を実施すること。 

① 相互運用が想定される国内外のデータスペースや、企業間の CFP 交換を想定したデータモデル定義

などの技術仕様の調査等における対象組織（3 社以上を想定）との窓口業務や折衝業務の支援を行う

こと。 

 

② 相互運用性の技術要件と運用要件の検討 

上記①調査結果をもとに、相互運用性の技術要件（プロトコル、ファイル様式など）及び、運用要件を検

討し、相互運用性の技術要件および運用要件書を作成すること。 

 

(5) 公益プラットフォームの認定における確認プロセスとプロトタイプツールの検討 

公益プラットフォームの認定では、認定申請時と以降の定期的な更新のタイミングにて、適切な体制の整備

と運用が実行・維持されている組織であること、強固なセキュリティが維持された、透明性の高いシステムで

あること、公益プラットフォームに接続するシステムおよびアプリケーションに対する認証機能を有することな

どの確認プロセスが必要になると想定される。確認プロセス全体の検討については、経産省が主導して実

施し、DADCがそれを支援する。 

特に DADC では、システムに係る技術的な観点での評価基準の検討において、信頼性やプラットフォーム

事業としての機能セットを有するかなどを確認するためのプロセス（アプリケーションとデータ連携システム

間の相互運用性確保など）を検討し、手順書を作成する。また、これらのプロセスをコンピュータ上で自動的

に実行するプロトタイプツールを主体的に検討する。 

 

上記に基づき、請負者は、以下の業務を実施すること。 

 

① 認定スコープと認定要件の整理 

経産省と連携し、公益プラットフォームの認定スコープ及び認定要件を検討・整理作業を支援し、公益

プラットフォームの認定プロセス仕様案を作成すること。 

 

② 確認プロセスの検討 

認定スコープと認定要件を踏まえ、システムに係る技術的な観点での確認プロセスを検討する。実施

に当たり、サプライチェーン上のデータ連携の仕組みに関するガイドライン（蓄電池 CFP・DD 関係）、お

よびインタフェース仕様をもとに、相互運用性および信頼性を確認するための技術要件や運用要件等

の必要十分条件を精査し、公益プラットフォームの確認手順書を作成する。 

 

③ 確認プロセスを自動的に実行するプロトタイプツールの検討・評価 

確認手順をコンピュータ上で自動的に実行するために必要となるプロトタイプツールの検討、又は市

販ツールの比較・評価を行い、プロトタイプツールの検討報告書を作成すること。 

 

(6) 業界横断で活用する CFP/DD運用ルールガイドブックの作成と改善支援 

CFP/DD 運用ルールガイドブックは、日本国内外の自動車業界、蓄電池業界等の利用者が EU 電池規則

（CFP/DD関連）に準拠するための指南書であり、IPAにて作成を予定している。 

 

上記に基づき、請負者は、以下の業務を実施すること。 

 

① 業界関係者への説明と意見徴集 
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CFP/DD運用ルールガイドブックを自動車業界及び蓄電池業界の関係者に説明し、意見徴集を行う。 

 

② CFP/DD運用ルールガイドブックの作成（更新） 

徴集した意見をもとに、IPA の作成メンバーと協議し、ガイドブックを改善する。また、2024 年 2 月に発

行が予定されている欧州電池規則の細則に従い、運用ルールガイドブックの作成（更新）を行う。 

 

(7) 情報システム等運営組織の立ち上げに向けた検討及び準備 

公益プラットフォームを運営する運営組織の立ち上げに向けた調査、事業計画の検討を行う。 

 

上記に基づき、請負者は以下の業務を実施すること 

① 情報システム等運営組織における事業計画案の検討 

ビジネス収支シミュレーションの作成、組織に求める人員計画案の作成、運営に必要な資材、調達リス

ト案の作成、組織形態の調査と検討を行う。調査、検討では、関係省庁と民間のステークホルダーとの

協議の開催、準備を支援する。 

 

② 関連ステークホルダーへの説明（上記検討結果に対する） 

情報システム等運営組織における事業計画案の検討結果について、関係省庁や自動車業界及び蓄

電池業界および他の民間団体の関係者に説明し意見徴集を行う。徴集した意見をもとに、事業計画案

の更新を行う。 

 

3.2 作業に対する要件 

以下の内容について満たすものとする。 

(1) 成果物はシンプルな構成かつ平易な文章にすると共に図表を活用するなど、理解しやすくなるように工夫す

ること。 

(2) 各会議の形式はリモート形式を主とするが、双方の協議により集合形式での開催なども可能とする。集合

形式で行う場合には、新型コロナウイルス感染症対策を行った上で実施すること。 

 

4. 留意事項 

(1) IPAから業務実施に関する報告要求があった際には、速やかに対応すること。 

(2) 作業計画を明確に定め、作業項目ごとに工程管理を行うこと。もし作業の遅延等が生じた場合には IPA に

報告すること。 

(3) 本業務を実施中にトラブルなどが生じた場合は、速やかに IPAに報告すること。 

(4) 本業務で作成した全ての成果物の著作権は IPAに帰属するものとする。 

 

5. 実施体制 

(1) 業務の役割を定めた実働可能な人員を確保すること。また、業務実施責任者および業務実施者は蓄電池

分野と、IT、または自動車分野について専門知識を持ち合わせる (学業での専攻実績、資格の保有、2年以

上の業務経験などから判断)こと。 

(2) 組織として適切な管理・バックアップ体制を整えること。 

(3) 業務実施責任者はプロジェクトマネージメントの業務実績を有すること。業務実施者はプロジェクトマネージ

メント業務または、プロジェクトマネージメントオフィサー業務の実績を有すること。 

(4) 多種多様なステークホルダーを取りまとめる業務のファシリテート業務の経験者を含むこと。具体的にメイン

ファシリテーターは、事業創出支援、研究開発プロジェクト立ち上げの支援、未来構想の設計などを業務とし

て 10 年以上行っている経験をもつこと。サブファシリテーターは同条件を 5 年以上行っている経験を有する

ことが望ましい。 

(5) 組織として以下に示すコンサルティング業務の実績を有すること。 

・省庁など日本の中央官庁におけるコンサルティング業務 

・自動車及び自動車部品に関する業界団体におけるコンサルティング業務 

・事業立ち上げ、起業支援に関するコンサルティング業務 

(6) 組織としてコミュニティの立ち上げ、運営や会議体の開催に関する実績を有することが望ましい。具体的に

は数十人規模のコミュニティ立ち上げ、運営の経験を有すること。 

(7) 自動車・蓄電池に関連するスタディグループやワークショップの開催経験など、自動車・蓄電池業界の知識

を保証する事業実績を有することが望ましい。 
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6. 情報セキュリティ対策に係る要件 

(1) 情報セキュリティ上の明らかな懸念が無い適切な管理体制を構築すること。 

(2) 請負者の資本関係、役員等の情報、本件事業の実施場所、事業従事者の所属・専門性・実績及び国籍に

係る情報を提供すること。 

(3) 本件実施の過程で得た情報は、他に漏えいしないこと。また、目的の範囲を越えて利用しないこと。各種会

議等の内容を記録した資料は、本事業完了後速やかに廃棄すること。 

(4) 請負者は個人情報の取扱いに留意し、個人情報の漏えい防止対策や個人情報の暗号化等の情報セキュリ

ティ対策を適切に実施すること。 

(5) また、本件の一部を第三者（再請負先）に再請負する場合、請負者は再請負先が十分な情報セキュリティ対

策を実施していることを担保し、IPA の求めがあれば再請負先の情報セキュリティ対策の実施 状況を確

認・報告すること。 

(6) 本件実施の過程で情報セキュリティインシデントが発生した場合、速やかに IPA に報告するとともに IPA の

指示に基づいて適切な対応を行うこと。 

(7) IPA が請負者の情報セキュリティ対策の履行状況を確認する必要が生じた場合、請負者は適切に対処する

こと。 

(8) 請負者の情報セキュリティ対策が不十分であることが判明した場合、IPA と調整の上で、適切に対処するこ

と。 

(9) 本業務の過程で収集・作成する情報のうち、IPAが秘密情報であると指定するものを保管する際や IPAとの

間で秘密情報の受け渡しする際にクラウドサービスを利用する場合は「クラウドサービス利用のための情報

セキュリティマネジメントガイドライン」 に記載されている情報セキュリティ対策を行うこと。 

 

7. 納入関連 

(1) 納入物件 

以下の報告書等を収めた電子媒体（CD-R又は DVD-R）一式を納入すること。 

① ガイドラインβ版（20～60頁）、Ver.1.0版（30～35頁） （3.1(1)） 

② 開発スケジュール、課題管理表 一式 （3.1(2)） 

③ 各システムの連携を含む全体の流れを示した機能フロー（20～30頁） （3.1(2)） 

④ テスト計画書（30～50頁）、テスト結果（5～10頁） （3.1(3)） 

⑤ 相互運用性の技術要件および運用要件書(20～30頁) （3.1(4)） 

⑥ 公益プラットフォームの認定プロセス仕様案（5～10頁） （3.1(5)） 

⑦ 公益プラットフォームの確認手順書（5～10頁） （3.1(5)） 

⑧ プロトタイプツールの検討報告書（5～10頁） （3.1(5)） 

⑨ CFP/DDガイドブック （10～20頁） （3.1(6)） 

⑩ 情報システム等運営組織の事業計画書(20～50頁) （3.1(7)） 

＜注＞ 

・その他、本業務内で入手したデータ、文献、資料等も併せて提出すること 

・頁数は想定ボリュームであり、上限値を定めるものではない。 

(2) 納入期限 

2024年 5月 31日 

(3) 納入場所 

〒113-6591 

東京都文京区本駒込 2丁目 28番 8号 文京グリーンコートセンターオフィス 17階 

独立行政法人情報処理推進機構 デジタルアーキテクチャ・デザインセンタープロジェクト部 

 

8. 検収関連 

検収条件 納入物件の内容に関しては、調査内容及び対象に関して本仕様書に示された条件、項目を満たし

ているかについて確認を行う。また、品質については「2.背景・目的」で示された目的を満たすに十分か否かを基

準に判断する。 

 

9. その他 

（1）情報管理体制 
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①請負者は本事業で知り得た情報を適切に管理するため、次の履行体制を確保し、IPA に対し「情報セキュリテ

ィを確保するための体制を定めた書面（情報管理体制図」」及び「情報取扱者名簿」（氏名、個人住所、生年月

日、所属部署、役職等が記載されたもの）を契約前に提出し、担当部門の同意を得ること。（住所、生年月日

については、必ずしも契約前に提出することを要しないが、その場合であっても担当部門から求められた場合

は速やかに提出すること。）なお、情報取扱者名簿は、委託業務の遂行のため最低限必要な範囲で情報取扱

者を掲載すること。 

（確保すべき履行体制） 

契約を履行する一環として契約相手方が収集、整理、作成等した一切の情報が、IPA が保護を要さないと確

認するまでは、情報取扱者名簿に記載のある者以外に伝達又は漏えいされないことを保証する履行体制を有

していること。 

IPA が個別に承認した場合を除き、契約相手方に係る親会社、地域統括会社、ブランド・ライセンサー、フラン

チャイザー、コンサルタントその他の契約相手方に対して指導、監督、業務支援、助言、監査等を行う者を含

む一切の契約相手方以外の者に対して伝達又は漏えいされないことを 保証する履行体制を有していること。 

②本業務で知り得た一切の情報について、情報取扱者以外の者に開示又は漏えいしてはならないものとする。

ただし、担当部門の承認を得た場合は、この限りではない。 

③①の情報セキュリティを確保するための体制を定めた書面又は情報取扱者名簿に変更がある場合は、予め

担当部門へ届出を行い、同意を得なければならない。 

（2）履行完了後の情報の取扱い 

IPAから提供した資料又は IPAが指定した資料の取扱い（返却・削除等）については、担当職員の指示に従う

こと。業務日誌を始めとする経理処理に関する資料については適切に保管すること。 

（3）業務従事者の経歴 

業務従事者の経歴（氏名、所属、役職、学歴、職歴、業務経験、研修実績その他の経歴、専門的知識その他

の知見、母語及び外国語能力、国籍等がわかる資料）を提出すること。 

※経歴提出のない業務従事者の人件費は計上不可。 
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【別紙１】 

情報取扱者名簿 

 

  (しめい) 
氏名 

個人住所 

（※５） 
生年月日 

（※5） 所属部署 役職 
パスポート番号

及び国籍 

（※４） 

情報管理責任者（※１） Ａ             

情報取扱管理者（※２） 
Ｂ             

Ｃ             

業務従事者（※３） 
Ｄ             

Ｅ             

再委託先 Ｆ             
 

（※１）受託事業者としての情報取扱の全ての責任を有する者。必ず明記すること。 

（※２）本委託業務の遂行にあたって主に保護すべき情報を取り扱う者ではないが、本委託業務の進捗状

況などの管理を行うもので、保護すべき情報を取り扱う可能性のある者。 

（※３）本委託業務の遂行にあたって保護すべき情報を取り扱う可能性のある者。 

（※４）日本国籍を有する者及び法務大臣から永住の許可を受けた者（入管特例法の「特別永住者」を除

く。)以外の者は、パスポート番号等及び国籍を記載。 

（※５）個人住所、生年月日については、必ずしも契約前に提出することを要しないが、その場合であっ

ても担当部門から求められた場合は速やかに提出すること。 
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【別紙２】 

情報管理体制図（例） 

 

 

 

 
  

【情報管理体制図に記載すべき事項】 

・ 本委託業務の遂行にあたって保護すべき情報を取り扱う全ての者。（再委託先も含む。） 

・ 委託業務の遂行のため最低限必要な範囲で情報取扱者を設定し記載すること。 

再委託先

業務従事者

情報取扱管理者

情報管理責任者
A

B

（進捗状況管理）

D

C

（経費情報管理）

E

F

  
情報取扱者 
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Ⅳ．入札資料作成要領 
 

 

 

 

 

 

 

 

「データ連携基盤における協調領域の整備業務」 
 

入札資料作成要領 
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本書は、「データ連携基盤における協調領域の整備業務」に係る入札資料の作成要領を取りまとめたも

のである。 

 

 

 

第1章 独立行政法人情報処理推進機構が入札者に提示する資料及び

入札者が提出すべき資料 

独立行政法人情報処理推進機構（以下「機構」という。）は入札者に以下の表1に示す資料を提示

する。入札者はこれを受け、以下の表2に示す資料を作成し、機構へ提出する。 

 

[表1 機構が入札者に提示する資料] 

資料名称 資料内容 

① 仕様書 
本件「データ連携基盤における協調領域の整備業務」の仕様を記述

（目的・内容等）。 

② 入札資料作成要領 
入札者が、評価項目一覧及び提案書に記載すべき項目の概要等を記

述。 

③ 評価項目一覧 
提案書に記載すべき提案要求事項一覧、必須項目及び任意項目の区

分、得点配分等を記述。 

④ 評価手順書 
機構が入札者の提案を評価する場合に用いる評価方式、総合評価点

の算出方法及び評価基準等を記述。 

 

[表2 入札者が機構に提出する資料] 

資料名称 資料内容 

① 評価項目一覧の遵守

確認欄及び提案書頁番

号欄に必要事項を記入

したもの 

仕様書に記述された要件一覧を遵守又は達成するか否かに関し、遵

守確認欄に○×を記入し、提案書頁番号欄に、該当する提案書の頁番

号を記入したもの。 

② 提案書 仕様書に記述された要求仕様をどのように実現するかを提案書にて

説明したもの。主な項目は以下のとおり。 

・入札者が提案する、調査内容、調査方法。 

・実施体制、スケジュール。 

・調査・報告書作成者のスキル 

・補足資料(入札者の関連する実績の詳細)等 
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第2章 評価項目一覧に係る内容の作成要領 

2.1 評価項目一覧の構成 

評価項目一覧の構成及び概要説明を以下表3に示す。 

 

[表3 評価項目一覧の構成の説明] 

評価項目一覧

における項番 
事項 概要説明 

0 遵守確認事項 「データ連携基盤における協調領域の整備業務」を実施する

上で遵守すべき事項。これら事項に係る具体的内容の提案は求

めず、全ての項目についてこれを遵守する旨を記述する。 

1～4 提案要求事項 提案を要求する事項。これら事項については、入札者が提出

した提案書について、各提案要求項目の必須項目及び任意項目

の区分け、得点配分の定義に従いその内容を評価する。 

5 添付資料 入札者が作成した提案の詳細を説明するための資料。これら

自体は、直接評価されて点数が付与されることはない。 

例：担当者略歴、会社としての実績、実施条件等 

 

 

2.2 遵守確認事項 

遵守確認事項における各項目の説明を以下に示す。 

入札者は、別添「評価項目一覧の遵守確認事項」における「遵守確認」欄に必要事項を記載す

ること。遵守確認事項の各項目の説明に関しては、以下表4を参照すること。 

 

 [表4 遵守確認事項上の各項目の説明] 

項目名 項目説明・記入要領 記入者 

大項目～ 

小項目 

遵守確認事項の分類 
機構 

内容説明 
遵守すべき事項の内容 

機構 

遵守確認 

入札者は、遵守確認事項を実現・遵守可能である場合は○を、

実現・遵守不可能な場合（実現・遵守の範囲等について限定、確

認及び調整等が必要な場合等を含む）には×を記載する。 
入札者 
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2.3 提案要求事項 

提案要求事項における各項目の説明を以下に示す。 

入札者は、別添「評価項目一覧の提案要求事項」における「提案書頁番号」欄に必要事項を記

載すること。提案要求事項の各項目の説明に関しては、以下表5を参照すること。 

 

 [表5 提案要求事項上の各項目の説明] 

項目名 項目説明・記入要領 記入者 

大項目～ 

小項目 

提案書の目次(提案要求事項の分類) 
機構 

提案要求事項 入札者に提案を要求する内容 機構 

評価区分 

必ず提案すべき項目(必須)又は必ずしも提案する必要は無い

項目(任意)の区分を設定している。 

各項目について、記述があった場合、その内容に応じて配点を

行う。 

機構 

得点配分 
基礎点及び各項目に対する最大加点 

機構 

提案書頁番号 

作成した提案書における該当頁番号を記載する。該当する提

案書の頁が存在しない場合には空欄とする。評価者は各提案要

求事項について、本欄に記載された頁のみを対象として採点を

行う。 

入札者 

 

 

2.4 添付資料 

添付資料における各項目の説明を以下表6に示す。 

 

 [表6 添付資料上の各項目の説明] 

項目名 項目説明・記入要領 記入者 

大項目～ 

小項目 

提案書の目次(提案要求事項の分類) 
機構 

資料内容 
入札者が提案の詳細を説明するための資料 

機構 

提案の要否 
必ず提案すべき項目(必須)又は必ずしも提案する必要は無い項

目(任意)の区分を設定している。 

 

機構 

提案書頁番号 
作成した提案書における該当頁番号を記載する。該当する提案

書の頁が存在しない場合には空欄とする。 入札者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

30 

第3章 提案書に係る内容の作成要領及び説明 

3.1 提案書の構成及び記載事項 

以下に、別添「評価項目一覧」から[提案書の目次]の大項目を抜粋したもの及び求められる提

案要求事項を表7に示す。提案書は、表7の項番、項目内容に従い、提案要求内容を十分に咀嚼し

た上で記述及び提案すること。なお、詳細は別添「評価項目一覧」を参照すること。 

[表7 提案書目次及び提案要求事項] 

提案書 

目次項番 
大項目 求められる提案要求事項 

1 

データ連携基盤に

おける協調領域の

整備業務の実施方

針等 

業務内容、実施スケジュールおよび事業の実現性等。 

なお、仕様書に記載の実施方法の他に、より適切な実施方

法など、事業の効果、効率性を高める工夫があれば提案する

こと。 

2 組織の経験・能力 
本事業実施の、体制、環境及び類似事業の実績、業務ノウ

ハウの蓄積等の実施能力。 

3 
業務従事者の経

験・能力 

過去の経験、業務遂行上有効な知識の有無等。実績の概要

を示す際には、事業名・成果の概要を明確にすること。 

4 

ワーク・ライフ・

バランス等の推進

に関する指標 

ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する認定又は行動

計画の策定状況。 

※本項目を提案書に含める場合は、認定通知書等の写しを

添付すること。 

5 添付資料 

提案した内容の詳細を説明するための資料。例としては、

実施担当者の専門知識、関連する資格や実施組織の類似事業

の実績の詳細など。 

 

 

3.2 提案書様式 

① 提案書及び評価項目一覧はA4判カラーにて印刷し、特別に大きな図面等が必要な場合には、

原則としてA3判にて提案書の中に折り込む。 

② 提案書は、電子媒体の提出を求める場合がある。その際のファイル形式は、原則として、Mi

crosoft Office2013互換またはPDF形式のいずれかとする（これに拠りがたい場合は、機構ま

で申し出ること）。 

 

 

3.3 留意事項 

① 提案書を評価する者が特段の専門的な知識や商品に関する一切の知識を有しなくても評価が

可能な提案書を作成する。なお、必要に応じて用語解説などを添付する。 

② 提案に当たって、特定の製品を採用する場合は、当該製品を採用する理由を提案書中に記載

するとともに、記載内容を証明及び補足するもの（製品紹介、パンフレット、比較表等）を添

付する。 

③ 入札者は提案の際、提案内容についてより具体的・客観的な詳細説明を行うための資料を、

添付資料として提案書に含めることができる(その際、提案書本文と添付資料の対応が取れる

ようにする)。 

④ 機構から連絡が取れるよう、提案書には連絡先（電話番号、FAX番号、及びメールアドレス）

を明記する。 

⑤ 上記の提案書構成、様式及び留意事項に従った提案書ではないと機構が判断した場合は、提
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案書の評価を行わないことがある。また、補足資料の提出や補足説明等を求める場合がある。 

⑥ 提案書、その他の書類は、本件における総合評価落札方式（加算方式）の技術評価に使用す

る。 

⑦ 提案書は契約書に添付し、その提案遂行が担保されるため、実現可能な内容を提案すること。 

⑧ 提案内容の一部を外注する場合は、その作業内容を明記すること。 
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Ⅴ．評価項目一覧 
 

 

 

 

 

 

 

 

「データ連携基盤における協調領域の整備業務」 
 

評価項目一覧 
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１．評価項目一覧－遵守確認事項－    

大項目 小項目 内容説明 遵守確認 

0 遵守確認事項 

  0.1 納入物件  

結果報告書等は日本語で作成し、図表等は本文中に挿入す

ること（ただし、固有名詞や文献参照等に外国語表記を用い

ることは可能）。 

  

  0.2 業務の範囲  
Ⅲ.仕様書「3.業務内容」に記載している項目を一括して受

託すること（部分についての提案は認めない）。 
  

 0.3 業務従事者の経験・能力 
Ⅲ.仕様書「5.実施体制」に記載している実施要員に関する

要件を満たすこと。 
 

 0.4 スケジュール 
 作業計画を明確に定めた上で工程管理を行い、納入期限を

守ること。 
 

 

２．提案要求事項       

提案書の目次  

評価 

区分 

得点配分  

大項目 中項目 小項目 提案要求事項 
基
礎
点 

加
点 

合
計 提案書

頁番号 

1 データ連携基盤における協調領域の整備業務の実施方針等 

 

1.1 事業実施の基本方

針、業務内容等 

 仕様書の記載の目的と整

合性が取れているか。 

 仕様書の記載の内容

（3.0(1)～(7)）につい

て、全て提案されている

か。 

必須 10 - 

20 

 

 仕様書に示した内容以外

の独自の提案がされてい

るか。 

 実施に創意工夫がみられ

るか。 

任意 - 10  

1.2 事業実施方法 

 実施内容 3.1(1)に示した

業務内容と整合している

か。 

必須 10 - 

150 

 

 実施内容 3.1(1)に示した

関係者レビューや意見徴

集の方法に創意工夫がみ

られるか。 

任意 - 10  

 実施内容 3.1(2)に示した

業務内容と整合している

か。 

 実施内容 3.1(2)に示した

機能フロー作成の実施方

法に具体性があるか。 

必須 10 -  



 

34 

 実施内容 3.1(2)に示した

定例会での確認手段につ

いて合理的な（効率的

な）提案か。 

任意 - 10  

 実施内容 3.1(3)に示した

スタディグループの具体

的な運営方法が提案され

ているか、またそれは妥

当か。  

必須 10 -  

 実施内容 3.1(3)に示した

テスト計画の検討項目に

ついて提案がされている

か、また、それは妥当

か。 

必須 10 -  

 実施内容 3.1(3)に示した

接続・運用テストにおい

て効率的な推進方法が提

案されているか。 

任意 - 10  

 実施内容 3.1(4)に示した

業務内容と整合している

か。 

 相互運用性の技術要件、

運用要件の検討項目につ

いて提案がされている

か、また、それは妥当

か。 

必須 10 -  

 実施内容 3.1(4)に示した

窓口業務や折衝業務につ

いて、効率的な提案がさ

れているか。 

任意 - 10  

 実施内容 3.1(5)に示した

業務内容と整合している

か。 

 公益プラットフォームの

認定スコープ及び認定要

件を検討項目について提

案がされているか、また

それは妥当か。 

必須 10 -  

 実施内容 3.1(5)に示した

確認するプロセスについ

て、仕様書記載以外の独

自の提案がなされている

か。 

任意 - 10  

 実施内容 3.1(6)に示した

業務内容と整合している

か。 

 意見徴集や欧州電池規則

細則のマイルストン解釈

が含められた提案になっ

ているか。 

必須 10 -  

 実施内容 3.1(6)に示した

意見徴集について効率的

な提案がされいている

か。 

任意 - 10  

 実施内容 3.1(7)に示した

業務内容と整合している

か。 

 運営組織立ち上げに関す

る検討項目について整理

された提案がされている

必須 10 -  
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か、また、それは妥当

か。 

 協議対象となるステーク

ホルダーの想定は妥当

か。 

任意 - 10  

1.3 事業実施計画 

 日程等に無理がなく、実

現性はあるか。 
必須 10  

30 

 

 スケジュールを遵守する

ための工夫点が実績とと

もに示されているか。 

任意 - 10  

 プロジェクト管理に関し

て実績に基づいた効果的

な提案がされているか。

（作業内容やスケジュー

ル等を記載したプロジェ

クト計画書の具体的な例

示等の提案はあるか） 

必須 10   

1.4 コミュニティの企

画、運営 

 スタディグループ立ち上

げに至るまでの決定すべ

き事項が整理されている

か。 

 決定すべき事項は、仕様

書の内容を反映した具体

的で有効なものか。 

必須 10 - 

20 

 

 各ステークホルダーの意

見集約、合意形成の効率

的な工夫点が示されてい

るか。 

任意 - 10  

1.5 最終アウトプット

（納入物件）の分析・制

作 

 最終アウトプット作成の

フローが提案されている

か。 

必須 10 - 

20 

 

 最終アウトプット作成の

フローは、仕様書

（7.(1)）の内容を反映

した具体的で有効な提案

か。 

必須 10 -  

2 組織の経験・能力 

 
2.1 類似事業の経験、専

門知識 

 省庁など日本の中央官庁

におけるコンサルティン

グ業務の実績を有してい

るか？ 

必須 10 - 

60 

 

 自動車及び自動車部品に

関する業界団体における

コンサルティング業務の

実績を有しているか。 

必須 10 -  

 事業立ち上げ、起業支援

に関するコンサルティン

グ業務の実績を有してい

るか。 

必須 10   

 システムやアプリケーシ

ョンに関する認証プロセ

スの検討・立案業務の参

画実績を有しているか。 

任意 - 10  

 本事業（主に蓄電池）に

関連する専門的な知識・

ノウハウ等の蓄積はある

か。 

任意 - 10  
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 過去に同様の事業や団体

活動への参画を実施した

ことがあるか（自動車及

び自動車部品に関する業

界団体活動に参画した実

績があれば望ましい）。 

任意 - 10  

2.2 組織としての事業実

施能力 

 事業を行う上で適切な財

産基盤、経理処理能力を

有しているか 

必須 10 - 10  

2.3 業務実施体制 

 事業の実施体制及び役割

が、実施内容と整合して

いるか。 

 業務の役割分担が明確に

され、事業遂行可能な人

数が確保されているか。 

 情報管理に関する社内規

則等（社内規則が 無い

場合は、どのように情報

管理を行うか の説明）

を記載すること。 

必須 10 - 

20 

 

 円滑な事業遂行のための

人員補助体制が 組み込

まれた体制を提案するこ

と。 

 IPA からの要望等に迅

速・柔軟に対応できる体

制が整っているか。 

任意 - 10  

2.4 コミュニティ設立・

運営業務の経験 

 数十人規模のコミュニテ

ィを要件整理の段階から

関わり、立ち上げた実績

を有しているか 

任意 - 10 

40 

 

 数十人規模のコミュニテ

ィを運営した実績を有し

ているか。 

必須 10 -  

 複数のステークホルダー

からなるコミュニティを

主導し、課題・論点の抽

出と検討、作業分担と進

捗管理、合意形成を行っ

た実績を有しているか。 

任意 - 10  

 複数のステークホルダー

が参加するシステムテス

トにおいてコミュニティ

を主導し、企画から実施

までの取りまとめを行っ

た実績を有しているか。 

任意 - 10  

3 業務従事者の経験・能力 

 3.1 類似業務の経験 

 業務実施責任者はプロジ

ェクトマネージメント業

務の実績を有している

か。 

必須 10 - 

50 

 

 業務実施者はプロジェク

トマネージメント又はプ

ロジェクトマネージメン

トオフィサー業務の実績

を有しているか。 

必須 10 -  

 メインファシリテーター

は事業創出支援、研究開

発プロジェクト立ち上げ

の支援、未来構想の設計

などを業務として 10 年

必須 10 -  
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以上行っている経験を有

しているか。 

 サブファシリテーターは

事業創出支援、研究開発

プロジェクト立ち上げの

支援、未来構想の設計な

どを業務として 5 年以上

行っている経験を有して

いるか。 

任意 - 10  

 情報システム等の運営組

織の立ち上げを目的とし

た事業計画の検討、作成

の経験を有しているか。 

任意 - 10  

3.2 業務内容に関する専

門知識・適格性 

 業務実施責任者および実

施者は蓄電池分野と、

IT、又は自動車分野に関

連する専門知識(学業で

の専攻実績、資格の保

有、2 年以上の業務経験

などから判断)を持ち合

わせているか。 

必須 10 - 

50 

 

 業務実施責任者および実

施者は EU 電池規則にお

ける車載用蓄電池に直接

関連するワークショップ

やスタディグループの開

催経験をなどを介して、

CFP/DD およびサーキュラ

エコノミーに関する関連

知識を有しているか 

任意 - 10  

 業務実施者は、国内外の

分散型データシステム

や、そのシステム間イン

ターフェース（コネク

タ）、トレサビの知見を

有しているか。また、こ

れらに関する開発実績が

あるか。 

任意 - 10  

 蓄電池業界団体および標

準化団体の動向、各省

庁・各国政府指針等につ

いて、把握しており、調

査および調査結果の分析

業務に従事した経験を有

しているか。 

任意 - 10  

 異なる組織間の IT シス

テムにおける相互運用

性、および信頼性の評価

について実務経験を有し

ているか。 

任意 - 10  

4 ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する指標 

  

 企業として、以下のいず

れかに該当するワーク・

ライフ・バランスの取組

を推進しているか。 

①女性の職業生活におけ

る活躍の推進に関する

法律（女性活躍推進

法）に基づく認定（え

るぼし認定企業・プラ

任意 - 20 20  
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チナえるぼし認定企

業） 

②次世代育成支援対策推

進法（次世代法）に基

づく認定（くるみん認

定企業・トライくるみ

ん認定企業・プラチナ

くるみん認定企業） 

 ③青少年の雇用の促進等

に関する法律（若者雇用

促進法）に基づく認定

（ユースエール認定企

業） 

    240 250 490  

 

 

３．添付資料      

提案書の目次 
    提案

書頁

番号 大項目 小項目 資料内容 提案の要否 

5 添付資料 

 5.1 実施体制及び担当者略歴 

 入札者の概要の分かる資料 任意  

 本業務履行のための体制図 任意  

 各業務担当者の略歴 任意  

 落札者となった場合に情報管理体制

がわかる「情報管理体制図」、情報

を取り扱う者の氏名・個人住所・生

年月日・所属部署・役職等がわかる

「情報取扱者名簿」を契約時に提出

できることを確約すること（確約す

る旨を提案書に記載すること。）。 

必須  

 5.2 会社としての実績 

 本業務の類似案件実績 任意  

 ワーク・ライフ・バランス等の推進

に関する認定通知書等の写し 
任意  

 5.3 その他 
 その他提案内容を補足する説明、業

務実施における前提条件等 
任意  
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Ⅵ．評価手順書  
 

 

 

 

 

 

 

「データ連携基盤における協調領域の整備業務」 
 

評価手順書(加算方式) 
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本書は、「データ連携基盤における協調領域の整備業務」に係る評価手順を取りまとめたもので

ある。落札方式、評価の手続き及び加点方法等を以下に示す。 

 

第1章 落札方式及び得点配分 

 1.1  落札方式 

次の要件を共に満たしている者のうち、「1.2 総合評価点の計算」によって得られた数 

値の最も高い者を落札者とする。 

① 入札価格が予定価格の制限の範囲内であること。 

②「Ⅴ.評価項目一覧」の遵守確認事項及び評価項目の必須区分を全て満たしていること。 

 

 1.2  総合評価点の計算 

 総合評価点 ＝ 技術点 ＋ 価格点  

技術点 ＝ 基礎点 ＋ 加点 

 価格点 ＝ 価格点の配分 × ( 1 － 入札価格 ÷ 予定価格)  

※小数点第2位以下切捨て 

 

 1.3  得点配分 

   技術点に関し、必須及び任意項目の配分を490点、価格点の配分を245点とする。 

 技術点 490点 

価格点 245点 

 

 

第2章 評価の手続き 

2.1 一次評価 

一次評価として、「Ⅴ.評価項目一覧」の各事項について、次の要件をすべて満たして 

     いるか審査を行う。一次評価で合格した提案書について、次の「2.2二次評価」を行う。 

 

①「1.遵守確認事項」の「遵守確認」欄に全て「○」が記入されていること。 

②「2.提案要求事項」の「提案書頁番号」欄に、提案書の頁番号が記入されていること。 

③「3.添付資料」の提案が必須となっている資料の「提案書頁番号」欄に頁番号が記入さ

れていること。 

 

2.2  二次評価 

上記「2.1 一次評価」で合格した提案書に対し、次の「第3章 評価項目の加点方法」に基

づき技術評価を行う。なお、ヒアリングを実施した場合には、ヒアリングにより得られた

評価を加味するものとする。 

評価に当たっては、複数の評価者で各項目を評価し、各評価者の評価結果（得点）の平

均値（小数点第2位以下切捨て）をもって技術点とする。 

 

2.3 総合評価点の算出 

以下の技術点と価格点を合計し、総合評価点を算出する。 

①「2.2 二次評価」により算定した技術点 

②「1.2 総合評価点の計算」で定めた計算式により算定した価格点 
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第3章 評価項目の加点方法 

3.1 評価項目得点構成 

評価項目（提案要求事項）毎の得点については、評価区分に応じて、必須項目は基礎点、

任意項目は加点として付与する。 

なお、評価項目毎の基礎点、加点の得点配分は「Ⅴ．評価項目一覧」の「2.評価項目一

覧-提案要求事項-」を参照すること。 

 

3.2 基礎点評価 

提案内容が、必須項目を満たしている場合に基礎点を付与し、そうでない場合は0点とす

る。従って、一つでも必須項目を満たしていないと評価（0点）した場合は、その入札者を

不合格とし、価格点の評価は行わない。 

 

3.3 加点評価 

任意項目について、提案内容に応じて下表の評価基準に基づき加点を付与する。 

 

評価 

ランク 
評価基準 項目別得点 

S 通常の想定を超える卓越した提案内容である。 10 

A 通常想定される提案としては最適な内容である。 6 

B 概ね妥当な内容である。 3 

C 内容が不十分である。 0 

 

認定等の区分 項目別得点 

女性活躍推進法に基づく認定

（えるぼし認定企業・プラチナ

えるぼし認定企業） 

プラチナえるぼし（※1） 20 

えるぼし3段階目（※2） 16 

えるぼし2段階目（※2） 14 

えるぼし1段階目（※2） 8 

行動計画策定（※3） 4 

次世代法に基づく認定 

（くるみん認定企業・トライく

るみん認定企業・プラチナくる

みん認定企業） 

プラチナくるみん（※4） 20 

くるみん（令和4年4月1日以降の基

準）（※5） 
14 

くるみん（平成29年4月1日～令和4

年3月31日までの基準）（※6） 
12 

トライくるみん（※7） 10 

くるみん（平成29年3月31日までの

基準）（※8） 
8 

若者雇用促進法に基づく認定（ユースエール認定企業） 16 

 

※1 女性の職業生活における活躍の推進に関する法律等の一部を改正する法律 (令和元

年法第24号)による改正後の女性活躍推進法第12条の規定に基づく認定 

※2 女性活躍推進法第9条に基づく認定 

なお、労働時間等の働き方に係る基準は満たすことが必要。 
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※3 常時雇用する労働者の数が100人以下の事業主に限る（計画期間が満了していない

行動計画を策定している場合のみ）。 

※4 次世代法第15条の2の規定に基づく認定 

※5 次世代法第13条の規定に基づく認定のうち、次世代育成支援対策推進法施行規則の

一部を改正する省令（令和3年厚生労働省令第185号。以下「令和3年改正省令」と

いう。）による改正後の次世代育成支援対策推進法施行規則（以下「新施行規則」

という。） 

※6 次世代法第13条の規定に基づく認定のうち、令和3年改正省令による改正前の次世

代育成支援対策推進法施行規則第4条又は令和3年改正省令附則第2条第2項の規定に

基づく認定（ただし、※8の認定を除く。）旧くるみん認定（改正前認定基準又は

改正省令附則第2条第3項の経過措置により認定） 

※7 次世代法第13条の規定に基づく認定のうち、新施行規則第4条第1項第3号及び第4号

の規定に基づく認定 

※8 次世代法第13条の規定に基づく認定のうち、次世代育成支援対策推進法施行規則等

の一部を改正する省令（平成29年厚生労働省令第31号。以下「平成29年改正省令」

という。）による改正前の次世代育成支援対策推進法施行規則第4条又は平成29年

改正省令附則第2条第3項の規定に基づく認定 
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Ⅶ．その他関係資料 

 

独立行政法人情報処理推進機構入札心得 
 

（趣 旨） 

第 1 条 独立行政法人情報処理推進機構（以下「機構」という。）の契約に係る一般競争又は指名競

争（以下「競争」という。）を行う場合において、入札者が熟知し、かつ遵守しなければならない

事項は、関係法令、機構会計規程及び入札説明書に定めるもののほか、この心得に定めるものとす

る。 

 

（仕様書等） 

第 2条 入札者は、仕様書、図面、契約書案及び添付書類を熟読のうえ入札しなければならない。 

2 入札者は、前項の書類について疑義があるときは、関係職員に説明を求めることができる。 

3 入札者は、入札後、第 1 項の書類についての不明を理由として異議を申し立てることができない。 

 

（入札保証金及び契約保証金） 

第 3条 入札保証金及び契約保証金は、全額免除する。 

 

（入札の方法） 

第 4条 入札者は、別紙様式による入札書を直接又は郵便等で提出しなければならない。 

 

（入札書の記載） 

第 5 条 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の 10 パーセントに相当する額

を加算した金額をもって落札価格とするので、入札者は消費税に係る課税事業者であるか免税事業

者であるかを問わず、見積もった契約金額の 110 分の 100 に相当する金額を入札書に記載すること。 

 

（直接入札） 

第 6 条 直接入札を行う場合は、入札書を封筒に入れ、封緘のうえ入札者の氏名を表記し、予め指定

された時刻までに契約担当職員等に提出しなければならない。この場合において、入札書とは別に

提案書及び証書等の書類を添付する必要のある入札にあっては、入札書と併せてこれら書類を提出

しなければならない。 

2 入札者は、代理人をして入札させるときは、その委任状を持参させなければならない。 

 

（郵便等入札） 

第 7 条 郵便等入札を行う場合には、二重封筒とし、入札書を中封筒に入れ、封緘のうえ入札者の氏

名、宛先、及び入札件名を表記し、予め指定された時刻までに到着するように契約担当職員等あて

書留で提出しなければならない。この場合において、入札書とは別に提案書及び証書等の書類を添

付する必要のある入札にあっては、入札書と併せてこれら書類を提出しなければならない。 

2 入札者は、代理人をして入札させるときは、その委任状を同封しなければならない。 

 

（代理人の制限） 

第 8条 入札者又はその代理人は、当該入札に対する他の代理をすることができない。 

2 入札者は、予算決算及び会計令（昭和 22 年勅令第 165 号、以下「予決令」という。）第 71 条第 1

項各号の一に該当すると認められる者を競争に参加することが出来ない期間は入札代理人とするこ

とができない。 

 

（条件付きの入札） 

第 9 条  予決令第 72 条第 1 項に規定する一般競争に係る資格審査の申請を行ったものは、競争に参

加する者に必要な資格を有すると認められること又は指名競争の場合にあっては指名されることを

条件に入札書を提出することができる。この場合において、当該資格審査申請書の審査が開札日ま

でに終了しないとき又は資格を有すると認められなかったとき若しくは指名されなかったときは、

当該入札書は落札の対象としない。 
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（入札の取り止め等） 

第 10 条 入札参加者が連合又は不穏の行動をなす場合において、入札を公正に執行することができ

ないと認められるときは、当該入札者を入札に参加させず又は入札の執行を延期し、若しくは取り

止めることがある。 

 

（入札の無効） 

第 11条 次の各号の一に該当する入札は、無効とする。 

(1) 競争に参加する資格を有しない者による入札 

(2) 指名競争入札において、指名通知を受けていない者による入札 

(3) 委任状を持参しない代理人による入札 

(4) 記名押印（外国人又は外国法人にあっては、本人又は代表者の署名をもって代えることができ

る。）を欠く入札 

(5) 金額を訂正した入札 

(6) 誤字、脱字等により意思表示が不明瞭である入札 

(7) 明らかに連合によると認められる入札 

(8) 同一事項の入札について他人の代理人を兼ね又は 2者以上の代理をした者の入札 

(9) 入札者に求められる義務を満たすことを証明する必要のある入札にあっては、証明書が契約担

当職員等の審査の結果採用されなかった入札 

(10) 入札書受領期限までに到着しない入札 

(11) 暴力団排除に関する誓約事項（別記）について、虚偽が認められた入札 

(12) その他入札に関する条件に違反した入札 

 

（開 札） 

第 12 条 開札には、入札者又は代理人を立ち会わせて行うものとする。ただし、入札者又は代理人

が立会わない場合は、入札執行事務に関係のない職員を立会わせて行うものとする。 

 

（調査基準価格、低入札価格調査制度） 

第 13 条 工事その他の請負契約（予定価格が 1 千万円を超えるものに限る。）について機構会計規程

細則第 26 条の 3 第 1 項に規定する相手方となるべき者の申込みに係る価格によっては、その者に

より当該契約の内容に適合した履行がされないこととなるおそれがあると認められる場合の基準は

次の各号に定める契約の種類ごとに当該各号に定める額（以下「調査基準価格」という。）に満た

ない場合とする。 

(1) 工事の請負契約 その者の申込みに係る価格が契約ごとに 3 分の 2 から 10 分の 8.5 の範囲で

契約担当職員等の定める割合を予定価格に乗じて得た額 

(2) 前号以外の請負契約 その者の申込みに係る価格が 10分の 6を予定価格に乗じて得た額 

2 調査基準価格に満たない価格をもって入札（以下「低入札」という。）した者は、事後の資料提出

及び契約担当職員等が指定した日時及び場所で実施するヒアリング等（以下「低入札価格調査」と

いう。）に協力しなければならない。 

3 低入札価格調査は、入札理由、入札価格の積算内訳、手持工事等の状況、履行体制、国及び地方

公共団体等における契約の履行状況等について実施する。 

 

（落札者の決定） 

第 14 条 一般競争入札最低価格落札方式（以下「最低価格落札方式」という。）にあっては、有効な

入札を行った者のうち、予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって入札した者を落札者とする。

また、一般競争入札総合評価落札方式（以下「総合評価落札方式」という。）にあっては、契約担

当職員等が採用できると判断した提案書を入札書に添付して提出した入札者であって、その入札金

額が予定価格の制限の範囲内で、かつ提出した提案書と入札金額を当該入札説明書に添付の評価手

順書に記載された方法で評価、計算し得た評価値（以下「総合評価点」という。）が最も高かった

者を落札者とする。 

2 低入札となった場合は、一旦落札決定を保留し、低入札価格調査を実施の上、落札者を決定する。 

3 前項の規定による調査の結果その者により当該契約の内容に適合した履行がされないおそれがある

と認められるとき、又はその者と契約を締結することが公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれ

があって著しく不適当であると認められるときは、次の各号に定める者を落札者とすることがある。 
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(1) 最低価格落札方式 予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札をした他の者のうち、最低の

価格をもって入札した者 

(2) 総合評価落札方式 予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札をした他の者のうち、総合評

価点が最も高かった者 

 

（再度入札） 

第 15 条 開札の結果予定価格の制限に達した価格の入札がないときは、直ちに再度の入札を行う。

なお、開札の際に、入札者又はその代理人が立ち会わなかった場合は、再度入札を辞退したものと

みなす。 

2 前項において、入札者は、代理人をして再度入札させるときは、その委任状を持参させなければ

ならない。 

 

（同価格又は同総合評価点の入札者が二者以上ある場合の落札者の決定） 

第 16 条 落札となるべき同価格又は同総合評価点の入札をした者が二者以上あるときは、直ちに当

該入札をした者又は第 12 条ただし書きにおいて立ち会いをした者にくじを引かせて落札者を決定

する。 

2 前項の場合において、当該入札をした者のうちくじを引かない者があるときは、これに代わって

入札事務に関係のない職員にくじを引かせるものとする。 

 

（契約書の提出） 

第 17 条 落札者は、契約担当職員等から交付された契約書に記名押印（外国人又は外国法人が落札

者である場合には、本人又は代表者が署名することをもって代えることができる。）し、落札決定

の日から 5 日以内（期終了の日が行政機関の休日に関する法律（昭和 63年法律第 91号）第 1条に

規定する日に当たるときはこれを算入しない。）に契約担当職員等に提出しなければならない。た

だし、契約担当職員等が必要と認めた場合は、この期間を延長することができる。 

2 落札者が前項に規定する期間内に契約書を提出しないときは、落札はその効力を失う。 

 

（入札書に使用する言語及び通貨） 

第 18 条 入札書及びそれに添付する仕様書等に使用する言語は、日本語とし、通貨は日本国通貨に

限る。 

 

（落札決定の取消し） 

第 19 条 落札決定後であっても、この入札に関して連合その他の事由により正当な入札でないこと

が判明したときは、落札決定を取消すことができる。 

 

以上 
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（別記） 

 

暴 力 団 排 除 に 関 す る 誓 約 事 項 
 

当社（個人である場合は私、団体である場合は当団体）は、下記の「契約の相手方として不適当な

者」のいずれにも該当しません。 

この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、

異議は一切申し立てません。 

 

記 

 

1.  契約の相手方として不適当な者 

(1) 法人等（個人、法人又は団体をいう。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関

する法律（平成 3年法律第 77号）第 2条第 2号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）であると

き又は法人等の役員等（個人である場合はその者、法人である場合は役員又は支店若しくは営業

所（常時契約を締結する事務所をいう。）の代表者、団体である場合は代表者、理事等、その他

経営に実質的に関与している者をいう。以下同じ。）が、暴力団員（同法第 2 条第 6 号に規定す

る暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき 

(2) 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的

をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき 

(3) 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あ

るいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき 

(4) 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれと社会的に非難されるべき関係を

有しているとき 

 

 

上記事項について、入札書の提出をもって誓約します。 
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（様 式 1） 

年  月  日 

 

独立行政法人情報処理推進機構 

デジタルアーキテクチャ・デザインセンター 

担当者殿 

 

 

質 問 書 
 

 

「データ連携基盤における協調領域の整備業務」に関する質問書を提出します。 

 

 

 

法人名  

所属部署名  

担当者名  

電話番号  

E-mail  

 

＜質問箇所について＞ 

資料名 例） ○○書 

ページ 例） P○ 

項目名 例） ○○概要 

質問内容 

 

備考 

1．質問は、本様式1 枚につき1 問とし、簡潔にまとめて記載すること。 

2．質問及び回答は、IPA のホームページに公表する。（電話等による個別回答はしない。）また、質

問 

者自身の既得情報（特殊な技術、ノウハウ等）、個人情報に関する内容については、公表しない。 

 

 

 

質問書枚数 

枚中 

枚目 
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（様 式 2） 
 

  年  月  日 

 

 

独立行政法人情報処理推進機構 理事長 殿 

 

  

所 在 地 

  

  商号又は名称 

 

 代表者氏名                 印 

（又は代理人） 

 

 

 

 

委 任 状 

 

 

 

私は、下記の者を代理人と定め、「データ連携基盤における協調領域の整備業務」の

入札に関する一切の権限を委任します。 

 

 

 

   代 理 人(又は復代理人) 

 

所 在 地 

 

所属・役職名 

 

氏   名 

 

 

       使 用 印 鑑 
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（様 式 3） 
 

 

  年  月  日 

 

 

 

独立行政法人情報処理推進機構 理事長 殿 

 

 

所 在 地 

 

商号又は名称 

 

代表者氏名                 印 

 

（又は代理人、復代理人氏名） 

        印 

 
                  

 

 

 

 

 

入 札 書 
 

 

 

入札金額  ￥              \ 

     （※ 下記件名に係る費用の総価を記載すること） 

 

件 名 「データ連携基盤における協調領域の整備業務」 

 

 

 

 

契約条項の内容及び貴機構入札心得を承知のうえ、入札いたします。 
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（様 式 4）  
 

提案書受理票（控） 

 

提案書受理番号           

 

件名：「データ連携基盤における協調領域の整備業務」 

 

【入札者記載欄】 

提出年月日：      年    月    日 

 

法 人 名： 

 

所 在 地： 〒 

 

担 当 者： 所属・役職名 

 

        氏名 

 

        TEL                          FAX 

 

           E-Mail 

 

【ＩＰＡ担当者使用欄】 

No. 提出書類 部数 有無 No. 提出書類 部数 有無 

① 
委任状（委任する場

合） 
1通 

 
② 入札書（封緘） 1通 

 

③ 提案書 1部  ④ 評価項目一覧 1部  

⑤ 
資格審査結果通知書の

写し 
1通 

 
⑥ 

③と④の電子ファイル

を格納した電子媒体 
１式 

 

⑦ 提案書受理票 (本紙)      

 

 

 

 
切り取り 

 

  

提案書受理番号           

 

提案書受理票 

 

  年  月  日 

件 名 「データ連携基盤における協調領域の整備業務」 

 

法人名（入札者が記載）：                         

 

担当者名（入札者が記載）：                       殿 

 

貴殿から提出された標記提案書を受理しました。 

 

独立行政法人情報処理推進機構 

デジタルアーキテクチャ・デザインセンター 

   担当者名：            ㊞ 
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（参 考） 

予算決算及び会計令【抜粋】 

 

 

（一般競争に参加させることができない者）  

第 70 条 契約担当官等は、売買、貸借、請負その他の契約につき会計法第二十九条の三第一項の競

争（以下「一般競争」という。）に付するときは、特別の理由がある場合を除くほか、次の各号の

いずれかに該当する者を参加させることができない。  

一 当該契約を締結する能力を有しない者 

二 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 

三 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成三年法律第七十七号）第三十二条第一

項各号に掲げる者  

 

（一般競争に参加させないことができる者）  

第 71 条 契約担当官等は、一般競争に参加しようとする者が次の各号のいずれかに該当すると認め

られるときは、その者について三年以内の期間を定めて一般競争に参加させないことができる。そ

の者を代理人、支配人その他の使用人として使用する者についても、また同様とする。  

一 契約の履行に当たり故意に工事、製造その他の役務を粗雑に行い、又は物件の品質若しくは数

量に関して不正の行為をしたとき。 

二 公正な競争の執行を妨げたとき又は公正な価格を害し若しくは不正の利益を得るために連合し

たとき。 

三 落札者が契約を結ぶこと又は契約者が契約を履行することを妨げたとき。 

四 監督又は検査の実施に当たり職員の職務の執行を妨げたとき。 

五 正当な理由がなくて契約を履行しなかつたとき。 

六 契約により、契約の後に代価の額を確定する場合において、当該代価の請求を故意に虚偽の事

実に基づき過大な額で行つたとき。 

七 この項（この号を除く。）の規定により一般競争に参加できないこととされている者を契約の

締結又は契約の履行に当たり、代理人、支配人その他の使用人として使用したとき。 

2 契約担当官等は、前項の規定に該当する者を入札代理人として使用する者を一般競争に参加させ

ないことができる。 

  

 

 

 

 

 

 


